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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．上記の比率は以下のように算出しております。 

２．第３期中より固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。 

３．第３期より従業員数については、臨時従業員が相当数以上おりましたので、その年間平均雇用人員数を（ ）外書きし

ております。 

  

なお、消費税等の課税取引については、消費税等を含んでおりません。 

回     次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会 計 期 間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

営業収益 (百万円) 67,726 67,384 99,156 136,321 155,540

純営業収益 (百万円) 65,597 59,763 79,172 127,312 131,936

経常利益 (百万円) 17,936 10,736 20,407 32,380 24,315

中間（当期）純利益 (百万円) 20,524 11,438 15,761 36,132 18,823

純資産額 (百万円) 357,439 381,332 395,622 375,213 390,248

総資産額 (百万円) 4,590,878 7,753,896 9,235,711 4,714,770 7,285,213

１株当たり純資産額 (円) 768.36 817.33 849.89 804.32 836.28

１株当たり 
中間（当期）純利益 

(円) 44.13 24.51 33.80 77.31 40.15

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

(円) 41.58 23.11 31.93 72.87 37.92

自己資本（株主資本）比率 (％) 7.8 4.9 4.3 8.0 5.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △77,431 △373,659 149,443 △126,075 △478,419

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 85,721 △39,024 △3,742 80,097 △68,638

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 16,336 403,461 △53,102 90,167 521,748

現金および現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

(百万円) 67,508 75,993 153,590 85,145 60,110

従業員数 
（外、平均臨時雇用人員） 

(人) 4,189 4,341
4,117
（504） 

4,045 
4,011
（495） 

  
・連結ベースの自己資本（株主資本）比率＝

資本合計 
×100（％） 

  負債・少数株主持分および資本合計 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．上記の比率は以下のように算出しております。 

２．第３期中より固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。 

３．第３期より従業員数については、臨時従業員が相当数以上おりましたので、その年間平均雇用人員数を（ ）外書きし

ております。 

  

なお、消費税等の課税取引については、消費税等を含んでおりません。 

回     次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会 計 期 間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

営業収益 
（うち受入手数料） 

(百万円) 
66,624 
(26,201)

61,527
(37,110)

72,528
(38,216)

129,534 
(59,172)

124,360
(74,773)

純営業収益 (百万円) 64,691 57,529 69,959 123,993 117,697

経常利益 (百万円) 18,036 10,035 19,155 32,206 21,277

中間（当期）純利益 (百万円) 20,365 11,035 14,371 32,918 16,113

資本金 (百万円) 65,254 65,518 65,518 65,518 65,518

発行済株式総数 (千株) 472,092 472,661 472,661 472,661 472,661

純資産額 (百万円) 367,117 390,373 407,563 383,159 396,133

総資産額 (百万円) 4,126,616 6,049,130 7,385,743 4,535,985 6,108,483

１株当たり純資産額 (円) 789.14 836.66 875.49 821.34 848.84

１株当たり 
中間（当期）純利益 

(円) 43.78 23.65 30.82 70.40 34.34

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

(円) 41.26 22.30 29.11 66.37 32.45

１株当たり 
中間（年間）配当額 

(円) － － － 9.00 9.00

自己資本（株主資本）比率 (％) 8.9 6.5 5.5 8.4 6.5

株主資本配当率 (％) － － － 1.1 1.1

自己資本規制比率 (％) 443.7 414.2 457.0 403.2 406.7

従業員数 
（外、平均臨時雇用人員） 

(人) 3,833 3,681
3,445
（394） 

3,718 
3,364
（343） 

  
・自己資本（株主資本）比率＝ 

資本合計 
×100（％） 

  負債・資本合計 

  
・株主資本配当率＝ 

配当金総額 
×100（％） 

  資本合計 

  ・自己資本規制比率は証券取引法の規定に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

(1）親会社の異動 

 平成17年７月１日付にて株式会社東京三菱銀行および三菱信託銀行株式会社（現 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社）が、その

両社の親会社であり、かつ当社の親会社でもある株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ（現 株式会社三菱ＵＦＪフィ

ナンシャル・グループ）に当社株式を譲渡した結果、株式会社東京三菱銀行は当社の親会社ではなくなりました。 

  

(2）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注） 平成17年10月１日付で、Marunouchi＆Co.Limitedは三菱ＵＦＪセキュリティーズ（香港）ホールディングスに社名変更し

ております。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員数を外数で記載しております。 

２．当企業集団の事業は「投資・金融サービス業」という単一事業セグメントに属しており、全連結会社の従業員数の合計

を記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員数を外数で記載しております。 

２．上記のほか、執行役員の平成17年９月末の人数は26人であります。 

  

名  称 住所 資 本 金
主要な
事業の 
内 容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関 係 内 容 摘 要 

（連結子会社） 
 

  

Marunouchi & Co. Limited 
中華人民共和国 
香港 

０百万
米ドル 

証券持株
会社 

100 ― （注） 

VPS Funding Corporation Limited 
英国
ロンドン市 

０百万
英ポンド 

有価証券
の売買 

― ―   

Asset Finance Corporation Limited 
英国領 
ケイマン諸島 

０百万
米ドル 

有価証券
の貸借 

― ―   

TROR Corporation Limited 
英国領 
ケイマン諸島 

０百万
米ドル 

有価証券
の貸借 

― ―   

  平成17年９月30日現在

  従 業 員 数 （人） 

連 結 会 社 合 計 4,117  （504）

  平成17年９月30日現在

従 業 員 数 （人） 3,445  （394）



(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  



第２【事業の状況】 
  
１【業績等の概要】 

(1) 業    績 

当中間連結会計期間のわが国経済においては、当初、中国における景気過熱抑制政策の影響から中国向けを中心とする輸出が

伸び悩み、景気は足踏み状態にありました。しかし７月以降は、ＩＴ関連分野の在庫調整が進み設備投資が着実に増加する中、

雇用環境の改善を受けて個人消費が底堅く推移したことから、８月９日には政府と日銀が揃って、景気の「踊り場」脱却を宣言

しました。 

こうしたなか、株式市場では当初、米国株価の軟調に加え、国内景気の停滞や中国における反日デモが嫌気されたことなどか

ら、日経平均株価は５月には一時、10,825円39銭まで下落しました。しかし、その後は海外景気の拡大基調の継続に伴い輸出が

緩やかに増加したことや、９月11日に実施された衆議院議員総選挙の与党圧勝を受けて構造改革推進期待が一層高まったことな

どから、外国人投資家を中心に市場は記録的な活況を呈し、日経平均株価は９月29日に４年４ヶ月ぶりの高水準となる13,617円

24銭をつけました。 

債券市場では、期初から国内の景気の停滞感を背景に長期金利は低下基調となり、10年国債の利回りは６月末には1.1％台に低

下しました。その後、企業の過剰設備・過剰債務などの構造調整の進展を背景に、企業収益が高水準で推移する等、景況感の回

復の兆しから金利は上昇に転じ、一時、1.4％台後半の水準に達しました。さらに当中間連結会計期間末には、年内の消費者物価

指数上昇率プラス化の実現や量的緩和政策早期解除の可能性を示唆する日銀幹部の発言が続いたことから、金利は1.5％直前まで

上昇しました。 

このような状況のもと、当中間連結会計期間の連結営業収益は991億56百万円（前年度中間比147％）、連結経常利益は204億７

百万円（同190％）、連結中間純利益は157億61百万円（同138％）となりました。 

なお、三菱セキュリティーズインターナショナル（現 三菱ＵＦＪセキュリティーズインターナショナル）は、平成17年３月

期第３四半期より連結しているため、前年同期の実績には含まれておりません。 

当中間連結会計期間の主要な連結の収益・費用の概況は以下のとおりであります。 

① 受入手数料 

受入手数料の合計は404億37百万円で前年度中間比104％となりました。内訳は次のとおりです。 

  

  

ａ．委託手数料 

当中間連結会計期間の東証の１日平均売買高（内国普通株合計）は、株数で20億62百万株（前年度中間比133％）、金額で

１兆6,917億円（同117％）となり、当中間連結会計期間の当社の株式委託手数料は181億23百万円（同106％）となりまし

た。一方、債券委託手数料は70百万円（同70％）となりました。 

ｂ．引受・売出手数料 

株式発行市場では、政府放出株による大型案件が市場規模を押し上げたものの、その他は、新規公開を含めて総じて中小

型のものとなり、市場規模は全般に縮小しました。当社は、既公開会社の公募・売出しで２件、株式の新規公開において４

件、Ｊ－ＲＥＩＴにおいて２件、合計８件の主幹事をつとめました。 

債券発行市場では、期初以来の低金利環境から一転して、後半には、金利先高観を背景とした前倒し起債が見られたこと

から、当中間連結会計期間を通じて一般事業債、財投機関債、円建外債の起債は、前年度中間比で件数・発行額ともに増加

しました。当社は、国内普通社債で30件、財投機関債で14件、円建外債で７件、地方公社債で１件の主幹事をつとめまし

た。 

以上の結果、当中間連結会計期間の引受・売出手数料は合計で55億22百万円（前年度中間比97％）となりました。 

区     分 

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

（百万円） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（百万円） 

前年度中間比
（％） 

受入手数料 39,031 40,437 103.6 

  委託手数料 17,258 18,347 106.3 

  引受・売出手数料 5,713 5,522 96.7 

  募集・売出しの取扱手数料 4,355 4,212 96.7 

  その他の受入手数料 11,704 12,355 105.6 



ｃ．募集・売出しの取扱手数料 

募集・売出しの取扱手数料は、その大半を投資信託の募集・売出しの取扱手数料が占めております。当中間連結会計期間

は、オルタナティブ投資運用を行う「マン・ＡＨＬ・エンハンスト・ストラテジーズ償還時元本確保型ファンド」、主に海

外の株式に投資する「好配当世界公共株ファンド」、主に国内の株式に投資する「スパークス日本株集中投資ファンドⅡ」

の新規募集を行ったほか、「グローバル・ソブリン・オープン」や「エマージング・ソブリン・オープン」などの毎月分配

型外債ファンド、「三菱Ｊリートオープン」、「オーストラリア・リート・オープン」、「ワールド・リート・オープン」

などの不動産投資信託に投資するファンド、および「インド・フォーカス・ファンド」などの新興国の株式に投資するファ

ンドの継続募集に注力しました。さらに、法人向けの私募投資信託にも引き続き注力しました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の投資信託の募集・売出取扱高は１兆1,921億円（前年度中間比118％）となり、当中間

連結会計期間の募集・売出しの取扱手数料は42億12百万円（同97％）となりました。なお、当中間連結会計期間末における

投資信託の残存元本は、外国投資信託を含め２兆1,942億円（前年度末比107％）となりました。 

ｄ．その他の受入手数料 

その他の受入手数料には、投資信託の代行手数料の他に、証券化・不動産ファイナンス業務、Ｍ＆Ａ業務および財務アド

バイザリー業務にかかる手数料、投資型年金保険の販売手数料などが含まれます。証券化業務では、リース料債権７件、

ローン債権３件の私募主取扱人をつとめるとともに、不動産証券化で20件のアレンジメントを行いました。Ｍ＆Ａ業務では

東京三菱銀行や三菱信託銀行（現 三菱ＵＦＪ信託銀行）と緊密に連携するとともに、ＭＴＦＧグループ（現 ＭＵＦＧグ

ループ）のお客さまの多様なニーズにお応えすべく、迅速・的確なアドバイザリーサービスの提供体制を整備した結果、産

業再生、業界・事業再編、事業承継、クロスボーダー等の案件の獲得と実績を積み重ねました。投資型年金保険に関して

は、引き続き東京三菱銀行、三菱信託銀行との共同商品であるマニュライフ生命保険の投資型年金保険「プレミエール」を

中心に取り扱いました。 

以上の結果、当中間連結会計期間のその他の受入手数料は123億55百万円（前年度中間比106％）となりました。 

② トレーディング損益 

株式等については、日本株においては、継続してブロック、マッチング、ＶＷＡＰ、アクティブバスケットのトレーディン

グに注力しました。前半は株価が狭いレンジ内に留まりボラティリティが低位で推移したことからトレーディング収益は伸び

悩む結果となりましたが、後半は株式相場が上昇傾向を示し、売買代金が急増したことから、９月は特に活況となりました。

米国株においては、ナスダック銘柄が５月から７月にかけて上昇相場となり、その後の下げ幅がさほど大きくならなかったこ

とから、日本株の取引増加と歩調を揃える形で取引量が増加しました。 

債券等については、長期金利が７月以降反発傾向に転じる中、幅広い顧客との売買取引の拡大に努め、公共債、事業債、外

債等のトレーディングにより着実に収益を計上しました。また、商品ラインアップの充実・リスクマネジメントの高度化をさ

らに進めており、デリバティブトレーディング業務は引き続き順調な推移となったほか、ストラクチャリング業務でも、多様

化する顧客ニーズに適合した新商品開発への積極的な取組みにより、ソリューション提供力を一層強化しました。 

以上の結果、当中間連結会計期間のトレーディング損益は、株券等が73億74百万円（前年度中間比147％）、債券等が291億

77百万円（同157％）の利益、その他が６億44百万円の利益（前年度中間は16億63百万円の損失）を計上し、合計では371億96

百万円（前年度中間比170％）の利益となりました。 

  

区     分 

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

（百万円） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（百万円） 

前年度中間比
（％） 

トレーディング損益 21,939 37,196 169.5 

  株券等トレーディング損益 5,030 7,374 146.6 

  債券等トレーディング損益 18,571 29,177 157.1 

  その他のトレーディング損益 △1,663 644 － 



③ 金融収支 

 当中間連結会計期間の金融収益215億22百万円（前年度中間比336％）から金融費用199億84百万円（同262％）を差し引い

た金融収支は、15億38百万円の利益（前年度中間は12億７百万円の損失）となりました。 

④ 販売費・一般管理費 

 協働ビジネスの拡大等に伴い支払手数料を中心に取引関係費等は増加しましたが、引き続き徹底した経費削減に努めた結

果、当中間期の販売費・一般管理費は合計で606億48百万円（前年度中間比119％）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、トレーディング商品（資産・負債）の差

引残高の増加等による支出があったものの、税金等調整前中間純利益を176億46百万円（前年度中間比159％）計上したことに

加え、有価証券担保貸付金および有価証券担保借入金の差引残高の減少等による収入があったことから934億79百万円の資金の

増加となり、当中間連結会計期間末の資金残高は1,535億90百万円（前年度中間比202％）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、1,494億43百万円（前年度中間は3,736億59百万円の資金の減

少）となりました。これは主に、有価証券担保貸付金および有価証券担保借入金の差引残高の減少5,220億19百万円があった

一方で、トレーディング商品（資産・負債）の差引残高の増加5,344億28百万円があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、37億42百万円（前年度中間比10％）となりました。これは主

に、投資有価証券の取得よる支出66億9百万円があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、531億２百万円（前年度中間は4,034億61百万円の資金の増

加）となりました。これは主に、短期借入金の減少1,794億43百万円および社債の償還による支出1,125億87百万円があった

一方で、長期借入による収入1,462億32百万円があったこと等によるものであります。 



(3）トレーディング業務の概要 

 トレーディング商品：当中間連結会計期間末日時点のトレーディング商品の残高は以下のとおりです。 

区     分
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日現在） 

（百万円） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

（百万円） 

トレーディング商品（資産の部） 3,644,189 3,569,125 

  商品有価証券等 3,427,625 3,282,906 

    株式・ワラント 107,806 166,297 

    債券 3,243,384 3,044,530 

    ＣＰおよびＣＤ 63,061 41,993 

    受益証券 13,371 30,084 

  デリバティブ取引 216,564 286,219 

    オプション取引 61,621 63,105 

    派生商品評価勘定 154,942 223,114 

      為替予約取引 1,467 4,175 

      先物取引 3,972 1,668 

      スワップ取引 149,503 217,270 

トレーディング商品（負債の部） 2,270,813 2,256,749 

  商品有価証券等 2,001,168 1,950,538 

    株式・ワラント 43,547 47,538 

    債券 1,957,621 1,902,999 

  デリバティブ取引 269,644 306,210 

    オプション取引 51,067 77,226 

    派生商品評価勘定 218,577 228,983 

      為替予約取引 555 10,114 

      先物取引 3,569 18,067 

      スワップ取引 214,452 200,801 



２【対処すべき課題】 

(1) 経営の基本方針 

平成17年10月１日、当社（旧三菱証券株式会社）は、ＵＦＪつばさ証券株式会社と合併し、「三菱ＵＦＪ証券株式会社」とし

て新たにスタートいたしました。 

当社は、世界屈指の総合金融グループを目指す三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ（ＭＵＦＧ）の中核証券会社として、以

下の目指す姿を実現し、事業基盤の拡大、株主価値の向上に努めてまいります。 

・市場誘導業務・証券仲介業といった規制緩和の流れを活用し、「金融グループ型総合証券モデル」を確立いたします。 

・お客さまのセグメント別営業体制により営業基盤・営業力を整備し、名実ともにＭＵＦＧグループの中核証券会社たるプレ

ゼンスを確立いたします。 

・セグメント毎に最適商品・機能の供給体制を構築し、「強いプロダクト・オフィス」をグループの看板機能にいたします。 

  

(2) 現状の認識と当面の対処すべき課題 

証券市場の活性化に向けた規制緩和が進展する中、証券仲介業、市場誘導業務の解禁やペイオフ全面解禁など、本邦証券・金

融業界では大きな変革が続いています。平成16年12月には金融庁が発表した「金融改革プログラム」で金融のコングロマリット

化に対応した法整備などが検討課題に掲げられております。また一方では、デリバティブ取引や資産流動化等、金融技術やリス

ク管理能力を駆使した手法による新しい業務分野が拡大するとともに、オンライン証券取引の浸透や異業態からの証券業参入に

より競争が激化してきております。このように、既存の業態の枠組みを超えた融合型金融商品・サービス提供の進展を通じて、

証券・金融市場において「貯蓄から投資へ」の流れがさらに加速されるものと考えられます。 

このような環境認識のもと、当社はＭＵＦＧグループの中核証券会社として、グループの金融機能とネットワークを最大限活

用するとともに、効率的で高い競争力を有する業務体制を構築し、お客さまの視点に立って、幅広いニーズに的確に応える高度

で先進的な商品・サービスを提供していくことが課題であると認識しております。 

  

(3) 具体的な取組み状況等 

① 営業戦略 

リテール事業におきまして、当社はＭＵＦＧグループにおける証券仲介業の展開に積極的に取り組んでおり、お客さまに

様々なお取引機会と利便性を提供するとともに、お客さまのニーズ、投資環境に柔軟に対応した商品ラインナップの増強を行

い、「貯蓄から投資へ」の誘導に注力することで顧客基盤の拡大を図ります。また、お客さまの運用ニーズに対応した営業体

制といたしまして、ラップアカウントやヘッジファンド等、お客さまのニーズや投資環境にマッチした商品・サービスを提供

する一方、非対面チャネルも有効活用したお取引機会をご用意するといった体制の構築に取り組んでまいります。また、合併

に伴い重複する店舗網の統廃合による効率的な営業網の構築および人的資源の有効活用を推進します。 

② 投資銀行業務 

当社は、投資銀行業務の強化を重要な課題の一つとして取り組んでおります。債券、株式の引受を中心としたプライマリー

業務については、重点先・業種別対応によるマーケティング体制の構築、銀行・証券の融合型業務である市場誘導業務への積

極的対応を進めると同時に、リサーチ、セールス各機能を活用した総合的ソリューションの提供を推進することにより、プラ

イマリー業務の強化を図っております。加えて、東京三菱銀行、ＵＦＪ銀行および三菱ＵＦＪ信託銀行と連携し、Ｍ＆Ａ、証

券化、プリンシパル投資の各成長業務の推進に引き続き注力してまいります。 

③ トレーディング業務 

トレーディング業務では、エクイティ商品から金利・クレジット商品、デリバティブ業務の取扱いまでを網羅する市場商品

本部を組織し、一層のシナジー効果の創出を目指すとともに、マルチプロダクト展開を行なうことで、多様なお客さまのニー

ズにお応えできる商品供給力の強化・高度化を推進してまいります。同時に、証券仲介業を含めたチャネル別戦略の推進によ

りグループ顧客基盤の活用に取り組んでまいります。さらに、国内外ネットワークの連携強化による海外セールス力の増強、

リサーチ力の一層の強化により、市場におけるプレゼンスの向上に努めてまいります。 

  

当社は、グループの全体戦略や規制緩和の進展を始めとする当社を取り巻く環境の変化を踏まえ、平成19年度までに株主資本

当期純利益率（ＲＯＥ）10％を確保する体制の構築を目標としてまいります。 



３【経営上の重要な契約等】 

(1) ＵＦＪつばさ証券株式会社との合併契約 

平成16年８月12日、三菱東京フィナンシャル・グループ（ＭＴＦＧ）とＵＦＪグループは、両グループの持株会社、普通銀

行、信託銀行および証券会社の経営統合について基本合意いたしました。平成17年２月18日に株式会社三菱東京フィナンシャ

ル・グループ、株式会社ＵＦＪホールディングス、株式会社東京三菱銀行、株式会社ＵＦＪ銀行、三菱信託銀行株式会社、ＵＦ

Ｊ信託銀行株式会社、三菱証券株式会社およびＵＦＪつばさ証券株式会社の８社は統合契約書を締結し、平成17年４月20日に当

社とＵＦＪつばさ証券は合併契約書を締結いたしました。 

当該合併契約書は、平成17年６月29日の両社の定時株主総会において承認可決され、平成17年10月１日を合併期日として合併

いたしました。 

① 合併の目的 

ＭＴＦＧグループとＵＦＪグループの経営統合を受け、当社とＵＦＪつばさ証券株式会社は、合併により、グローバルな競

争を勝ち抜く「世界屈指の総合金融グループ」の中核証券会社として、お客さまに最高水準の商品・サービスを提供するとと

もに、他のグループ会社と緊密に連携することで、お客さまのあらゆる金融ニーズに総合的、かつ機動的にお応えできる体制

を飛躍的に強化するため、合併することといたしました。 

② 合併の条件等 

合併の条件等は、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 (1) 中間連結財務諸表 注記事項」中の（重要な後発事

象）および「２ 中間財務諸表等 (1) 中間財務諸表 注記事項」中の（重要な後発事象）に記載しております。 

  

(2) ＭＵＦＧグループにおける契約 

当社はＭＵＦＧグループの中核証券会社として、グループにおける証券の商品・サービスの提供機能を担っております。 

平成16年４月よりＭＴＦＧにおいて連結事業本部制度が導入され、当社は、各連結事業本部と緊密な連携をとりビジネスを展

開するとともに、ＭＴＦＧおよびその連結子会社である東京三菱銀行と経営提携契約および業務提携基本契約を締結しておりま

した。当該経営提携契約は、平成17年７月１日にＭＴＦＧが当社を直接出資子会社化したことに伴い、同日付にてＭＴＦＧと当

社との２社間の契約に変更されました。 

平成17年10月１日付にて、ＭＴＦＧグループとＵＦＪグループは経営統合し、ＭＵＦＧグループとなりました。ＭＵＦＧグ

ループにおいても、お客さま一人一人、一社一社の金融ニーズにスピーディーかつ徹底してお応えするために、お客さまのセグ

メント毎にグループ会社が緊密な連携のもと、一元的に戦略を策定し、グループ一体となって事業を推進する連結事業本部制度

が導入されており、当社も、引き続き各連結事業本部と緊密な連携をとりビジネスを展開してまいります。このような体制のも

と、当社は、グループとしてのシナジー効果を最大限に発揮すべく、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループと経営管理契約を締

結するとともに、東京三菱銀行、ＵＦＪ銀行および三菱ＵＦＪ信託銀行と各種業務に関する提携契約を締結しております。 

各種契約の内容は以下のとおりです。 

① 経営管理契約 

当社は、ＭＵＦＧと、当社の経営にかかる提携について、「経営管理契約」を締結しております。 

この契約は、ＭＵＦＧが当社に対して、必要に応じてリスク管理を含む助言・協議を行い、グループの健全かつ適切な業務

運営を確保するとともに、当社の業務伸展を図ることを目的としたものであります。 

② 各種業務に関する提携契約について 

当社は、東京三菱銀行、ＵＦＪ銀行および三菱ＵＦＪ信託銀行と各種業務に関して提携契約を締結しております。 

これらの提携契約は、当該契約を通じて、グループの顧客に対して、グループ銀行・信託銀行との協働による当社の金融商

品・サービスの提供およびそれぞれの分野にとらわれない総合的なアドバイスを行うことにより、当社のみならずＭＵＦＧグ

ループの連結ベースの収益力増強を目指すものであります。 

 

４【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間の主要な設備の異動については、該当事項はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

  

＜提出会社＞ 

 平成17年10月１日付のＵＦＪつばさ証券株式会社との合併に伴い、新たに同社の国内89店舗の設備を引継ぐことから、重複

する次の店舗の名称を変更する計画であります。 

 

  

 （注）１．平成17年12月にＵＦＪつばさ証券株式会社の仙台支店へ統合することが、当中間連結会計期間において確定しておりま

す。 

２．平成17年11月にＵＦＪつばさ証券株式会社の富山支店へ統合することが、当中間連結会計期間において確定しておりま

す。 

３．平成17年12月にＵＦＪつばさ証券株式会社の静岡支店へ統合することが、当中間連結会計期間において確定しておりま

す。 

４．平成17年12月にＵＦＪつばさ証券株式会社の千里中央支店へ統合することが、当中間連結会計期間において確定してお

ります。 

  

  

店 舗 名 所 在 地 異動年月 摘 要 

仙台中央支店 仙台市青葉区 平成17年10月 旧仙台支店（注）１

東上野支店 東京都台東区 平成17年10月 旧上野支店 

八王子駅前支店 東京都八王子市 平成17年10月 旧八王子支店 

町田駅前支店 東京都町田市 平成17年10月 旧町田支店 

宇都宮中央支店 栃木県宇都宮市 平成17年10月 旧宇都宮支店 

前橋中央支店 群馬県前橋市 平成17年10月 旧前橋支店 

横浜駅前支店 横浜市西区 平成17年10月 旧横浜支店 

名古屋駅前支店 名古屋市中村区 平成17年10月 旧名古屋支店 

富山中央支店 富山県富山市 平成17年10月 旧富山支店（注）２

静岡駅前支店 静岡市葵区 平成17年10月 旧静岡支店（注）３

梅田中央支店 大阪市北区 平成17年10月 旧梅田支店 

千里中央駅前支店 大阪府豊中市 平成17年10月
旧千里中央支店 
（注）４ 

姫路中央支店 兵庫県姫路市 平成17年10月 旧姫路支店 

岡山駅前支店 岡山県岡山市 平成17年10月 旧岡山支店 

広島中央支店 広島市中区 平成17年10月 旧広島支店 

高松中央支店 香川県高松市 平成17年10月 旧高松支店 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 当中間会計期間の末日後、平成17年６月29日付開催の当社定時株主総会決議に基づく、平成17年10月１日付のＵＦＪつば

さ証券株式会社との合併により、当社が発行する株式の総数は、800,000,000株増加し、1,800,000,000株となりました。 

  

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの、新株予約権の行使（旧商法に基づき発行さ

れた転換社債の株式への転換を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権および新株予約権付社債に関する事項 

 当社は以下の新株予約権を平成17年10月１日付のＵＦＪつばさ証券株式会社との合併に際し、同社より承継しておりま

す。承継時点における新株予約権の数は4,743,000個、新株予約権の目的となる株式は1,992,060株であります。 

種       類 会社が発行する株式の総数（株） 

普    通    株    式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

種  類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
（平成17年９月30日現在） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月15日現在）

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内  容 

普通株式 472,661,195 726,023,292

㈱東京証券取引所
㈱大阪証券取引所 
㈱名古屋証券取引所 
各市場第一部 

－ 

計 472,661,195 726,023,292 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － 4,740,000個 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 1,990,800株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 1,412円 

新株予約権の行使期間 － 平成17年９月20日～平成18年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
－ 

発行価格          1,412円 

資本組入額          706円 



  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の行使の条件 － ① 新株予約権の申込者が当社の取締役

又は従業員の場合、当該申込者は、新

株予約権を付与された後、次に定める

事由により、取締役又は従業員たる地

位を失ったときは、新株予約権に関す

る一切の権利を喪失し、これを行使す

ることができない。 

  (Ⅰ）権利者である取締役が、取締役を

解任されたとき。 

  (Ⅱ）権利者である従業員が、当社の就

業規程に基づき解雇されたとき又

は自己都合により退職したとき。 

  ② 上記①の規定にかかわらず、新株予

約権の申込者は、取締役又は従業員た

る地位を失ったときでも、次に定める

場合は、新株予約権を行使することが

できる。 

  (Ⅰ）権利者である取締役が、取締役を

辞任又は任期満了により退任した

とき。 

  (Ⅱ）権利者である従業員が、退職後当

社の取締役に就任したとき。 

  (Ⅲ）権利者である従業員が、定年によ

り退職したとき又は会社都合によ

り退職したとき。 

  ③ 新株予約権を付与された後、新株予

約権の申込者が次に定める事由に該当

することとなったときは、新株予約権

の申込者に付与された新株予約権につ

いては一切の権利を喪失するものと

し、以後その行使を当社に対抗するこ

とができない。 

  (Ⅰ）権利者が、禁固以上の刑に処せら

れたとき。 

  (Ⅱ）権利者が、新株予約権の全部又は

一部を譲渡又は質入れしたとき。 

  ④ 新株予約権を付与された新株予約権

の申込者が死亡した場合、当該申込者

の相続人は、以下の条件により新株予

約権を行使できる。 

   新株予約権を行使できる相続人

は、新株予約権の申込者（ただし、

新株予約権の申込者が現ストックオ

プションを付与された者の相続人の

場合は、現ストックオプションを付

与された者とする）の配偶者及び２

親等以内の直系血族に限るものとす

る。 



 （注）１．新株予約権１個あたりの目的たる株式数は、0.42株であります。 

２．新株予約権発行後に時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分するときは（新株引受権、旧商法第210条ノ２第

２項第３号に基づく権利もしくは新株予約権の行使による場合または既発行の転換社債の転換による場合を除く）、次

の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数と

し、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読替えるものとします。ま

た、行使価額の決定後に普通株式の分割又は株式の併合が行われる場合には、行使価額を適宜調整することができるも

のとします。 

３．このほか、当社は、ＵＦＪつばさ証券株式会社から上記新株予約権の付与を受けていない権利者に対し、合併後の新会

社において上記と同様の新株予約権の発行を可能とするための決議を、平成17年６月29日付開催の定時株主総会におい

て行っております。 

  

② 旧転換社債等に関する事項 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 平成17年10月１日付をもってＵＦＪつばさ証券株式会社と合併（合併比率 １：0.42）し、これに伴い発行済株式総数が

253,362,097株、資本準備金が188,395百万円増加しております。 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
－ 

 新株予約権は、新株予約権割当契約に

より譲渡できないものとする。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株あたり払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額× 

１株あたりの時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 

銘      柄 
（発 行 日） 

中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

提出日の前月末 
（平成17年11月30日現在） 

残 高 
（千円） 

転換価格
資本組入額
（円） 

残 高
（千円） 

転換価格 
資本組入額
（円） 

2014年満期ユーロ円建転換社債 
（平成11年10月８日） 

49,165,000 
円 銭

1,745.00
 

(１株につき)
873
 
49,165,000

円 銭 
1,745.00 

  

(１株につき)
873
 

年 月 日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増 減 額 
（千円） 

資本準備金
残   高 
（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 472,661,195 － 65,518,843 － 228,548,761



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は、自己株式7,136千株（1.51％）を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

２．平成17年７月１日付にて株式会社東京三菱銀行（平成17年３月31日現在の所有株式数246,969千株）および三菱信託銀行

株式会社（同17,244千株）が株式会社三菱東京フィナンシャル・グループに当社株式を譲渡した結果、前事業年度末で

は主要株主でなかった株式会社三菱東京フィナンシャル・グループが、当中間会計期間末現在では、主要株主となって

おります。 

３．株式会社三菱東京フィナンシャル・グループは、平成17年10月１日付で株式会社ＵＦＪホールディングスと合併し、株

式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループに商号を変更しております。 

４．三菱証券従業員持株会は、平成17年10月１日付の当社とＵＦＪつばさ証券株式会社との合併に伴い、三菱ＵＦＪ証券従

業員持株会に名称を変更しております。 

５．当社は、フィデリティ投信株式会社から大量保有報告書により平成17年２月28日現在で当社株式を13,399千株保有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末における所有株式数の確認ができません。 

なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

   平成17年９月30日現在

氏名または名称 住    所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社三菱東京 

フィナンシャル・グループ 
東京都千代田区丸の内２－４－１ 264,213 55.90 

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 27,855 5.89 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－１１ 13,444 2.84 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－１１－３ 11,003 2.33 

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー 
（常任代理人 株式会社 
みずほコーポレート銀行 
兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 
  
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
  

10,770 2.28

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１－６－６  

日本生命証券管理部内 
7,640 1.62 

大同生命保険株式会社 
（常任代理人  
日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社） 

大阪府大阪市西区江戸堀１－２－１
  
（東京都中央区晴海１－８－１１） 
  

5,770 1.22 

三菱証券従業員持株会 東京都千代田区丸の内２－５－２ 3,337 0.71 

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー505025 
（常任代理人 株式会社 
みずほコーポレート銀行 
兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 
  
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
  

3,242 0.69 

住友信託銀行株式会社 
（信託Ｂ口） 
（常任代理人 
日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社） 

 
大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 

  
（東京都中央区晴海１－８－１１） 
  

3,145 0.67

計 － 350,420 74.14 

  大量保有者   フィデリティ投信株式会社 

  住所   東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 城山ＪＴトラストタワー 

  保有株券等の数   13,399,000株 

  株券等保有割合   2.83％ 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が18,000 株含まれておりま

す。なお、これに相当する議決権の数18個は、「議決権の数」欄には含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

 （注） このほか、当社所有の自己株式（単元未満株式）448株、および株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有して

いない株式357株があります。当該株式は「① 発行済株式」の「単元未満株式」欄に含まれております。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  平成17年９月30日現在

区  分 株式数（株） 議決権の数（個） 内  容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式

7,136,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式

463,324,000 
463,306 － 

単元未満株式 
普通株式

2,201,195 
－

１単元（1,000株）
未満の株式 

発行済株式総数 472,661,195 － － 

総株主の議決権 － 463,306 － 

      平成17年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三菱証券株式会社 
東京都千代田区 
丸の内２丁目４－１ 

7,136,000 － 7,136,000 1.51

計 － 7,136,000 － 7,136,000 1.51

月 別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,011 921 1,006 1,002 1,089 1,354 

最低（円） 865 840 898 933 898 997 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、以下のとおりであります。 

(1）新任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株
式数 
（千株） 

就任年月
日 

(代表取締役)
取締役社長 

  藤本 公亮 
昭和17年
９月24日 

昭和40年４月 株式会社三和銀行入行 

平成５年６月 同行取締役 

平成８年６月 三和証券株式会社専務取

締役 

平成11年２月 同社取締役副社長 

平成11年６月 株式会社三和銀行専務取

締役 

平成13年４月 三和証券株式会社代表取

締役会長 

平成13年７月 ＵＦＪキャピタルマーケ

ッツ証券株式会社代表取

締役社長 

平成14年６月 ＵＦＪつばさ証券株式会

社代表取締役副社長 

平成15年４月 同社代表取締役社長 

平成17年10月 当社代表取締役社長（現

任） 

６ 
平成17年
10月１日 

取締役 
専務執行役員 

コーポレー
トセンタ
ー、リサー
チグループ
統括 

青木 広久 
昭和24年
７月11日 

昭和47年４月 株式会社東海銀行入行 

平成10年６月 同行執行役員 

平成12年４月 同行常務執行役員 

平成14年１月 ＵＦＪキャピタルマーケ

ッツ証券株式会社専務執

行役員 

平成14年６月 ＵＦＪつばさ証券株式会

社専務執行役員 

平成16年６月 同社取締役専務執行役員 

平成17年10月 当社取締役専務執行役員

（現任） 

２ 
平成17年
10月１日 

取締役 
専務執行役員 

営業本部長 榎  広美 
昭和22年
３月８日 

昭和45年４月 大和証券株式会社入社 

平成８年５月 ユニバーサル証券株式会

社参与 

平成11年６月 同社取締役 

平成12年４月 つばさ証券株式会社執行

役員 

平成13年４月 同社上席執行役員 

平成14年６月 ＵＦＪつばさ証券株式会

社常務執行役員 

平成15年４月 同社専務執行役員 

平成15年６月 同社取締役専務執行役員 

平成17年10月 当社取締役専務執行役員

（現任） 

６ 
平成17年
10月１日 



（注）１．取締役の宮戸直輝は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める「社外取締役」であります。 

   ２．監査役の橋本健七は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める「社外監査役」

であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株
式数 
（千株） 

就任年月
日 

取締役   宮戸 直輝 
昭和18年
５月20日 

昭和42年４月 大同生命保険相互会社入

社 

平成６年７月 同社取締役 

平成８年３月 同社常務取締役 

平成11年３月 同社専務取締役 

平成11年７月 同社代表取締役社長 

平成14年４月 大同生命保険株式会社代

表取締役社長 

平成16年４月 同社取締役（現任） 

平成16年４月 株式会社Ｔ＆Ｄホールデ

ィングス代表取締役社長

（現任） 

平成17年10月 当社取締役（現任） 

－ 
平成17年
10月１日 

(常勤監査役) 
監査役 

  橋本 健七 
昭和23年
10月13日 

昭和47年４月 東洋信託銀行株式会社入

社 

平成６年２月 同社香港支店長 

平成７年７月 同社国際審査部長 

平成10年10月 同社検査部検査役 

平成14年１月 ＵＦＪ信託銀行株式会社

内部監査部調査役 

平成15年６月 ＵＦＪつばさ証券株式会

社監査役 

平成17年10月 当社監査役（現任） 

０ 
平成17年
10月１日 

(常勤監査役) 
監査役 

  松尾 芳憲 
昭和23年
12月５日 

昭和46年４月 大和証券投資信託販売株

式会社入社 

平成12年４月 つばさ証券株式会社参与 

平成13年４月 同社執行役員 

平成14年６月 ＵＦＪつばさ証券株式会

社理事 

平成15年４月 同社執行役員 

平成17年10月 当社監査役（現任） 

７ 
平成17年
10月１日 



(2）役員の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 

営業本部、投資信託

部、地区担当役員統

括 兼 国際業務部、

海外業務特命担当 

常務取締役 

営業本部、投資信託

部、地区担当役員統

括、海外業務特命担

当 

田中  努 平成17年８月１日

(代表取締役) 

取締役副会長 
  

(代表取締役) 

取締役社長 
  加根 弘一 平成17年10月１日

取締役 

専務執行役員 
市場商品本部長 専務取締役 

コーポレートセンタ

ー、リサーチ本部統

括 

秋草 史幸 平成17年10月１日

取締役 

専務執行役員 

地区担当役員統括 

兼 国際業務部、海

外業務特命担当 

常務取締役 

営業本部、投資信託

部、地区担当役員統

括 兼 国際業務部、

海外業務特命担当 

田中 努 平成17年10月１日

取締役 

専務執行役員 
投資銀行本部長 常務取締役 投資銀行本部長 近藤 憲 平成17年10月1日 



  

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 

常務執行役員 

コンプライアンスグ

ループ長 兼 内部

管理統括責任者 

常務取締役 

内部管理統括部、

（東東京、西東京、

東部、中部、近畿、

西部）内部管理室、

ホールセール内部管

理部、売買審査部、 

お客様相談室、監査

部、検査部担当 兼 

内部管理統括責任者 

畠中 博巳 平成17年10月１日



４【業務の状況】 

(1）受入手数料の内訳 

  

(2）トレーディング損益の内訳 

  

期  別 区  分 
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他 
（百万円） 

計 
（百万円）

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

委託手数料 16,367 99 54 － 16,521

引受・売出手数料 4,195 1,508 － － 5,704

募集・売出しの取扱手数料 － 341 4,010 － 4,351

その他の受入手数料 605 499 2,496 6,931 10,533

計 21,168 2,449 6,561 6,931 37,110

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

委託手数料 17,338 72 50 － 17,460

引受・売出手数料 2,564 2,201 － － 4,765

募集・売出しの取扱手数料 － 121 4,086 － 4,208

その他の受入手数料 394 615 3,256 7,515 11,782

計 20,296 3,010 7,393 7,515 38,216

区  分 

第３期中
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

実現損益 
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

計
（百万円） 

実現損益
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

計 
（百万円） 

株券等トレーディング損益 9,252 △4,222 5,029 12,690 △5,815 6,874

債券等トレーディング損益 23,856 △5,198 18,658 23,356 664 24,021

その他のトレーディング損益 △2,312 649 △1,663 △6,616 6,118 △497

計 30,796 △8,771 22,025 29,430 967 30,398



(3）自己資本規制比率 

 （注） 上記は証券取引法の規定に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。 

なお、当中間会計期間の市場リスク相当額の月末平均額は77,086百万円、月末最大額は83,221百万円、取引先リスク相当

額の月末平均額は11,486百万円、月末最大額は12,248百万円であります。 

  

(4）有価証券の売買等業務 

① 有価証券の売買の状況（証券先物取引等を除く） 

イ．株券 

  

ロ．債券 

  

区  分
第３期中間会計期間末
(平成16年９月30日現在)

（百万円） 

第４期中間会計期間末
(平成17年９月30日現在)

（百万円） 

基本的項目   (A) 385,069 399,098 

  
その他有価証券評価差額金 
（評価益）等 

5,304 8,465 

  
補完的項目 

証券取引責任準備金等 1,216 1,457 

一般貸倒引当金 14 18 

  短期劣後債務 170,000 286,500 

  計 (B) 176,534 296,440 

控除資産 (C) 146,400 193,300 

固定化されていない自己資本    (A)＋(B)－(C) (D) 415,202 502,238 

  市場リスク相当額 68,450 74,433 

リスク相当額 
取引先リスク相当額 9,569 12,248 

基礎的リスク相当額 22,200 23,206 

  計 (E) 100,219 109,887 

自己資本規制比率（％）      (D)／(E)×100 414.2 457.0 

区  分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

5,630,685 3,262,665 8,893,350 

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

6,660,029 3,712,320 10,372,350 

区  分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

16,599 144,677,875 144,694,475 

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

8,156 185,217,160 185,225,317 



ハ．受益証券 

  

ニ．その他 

  

（受託取引の状況）上記のうち、受託取引の状況は次のとおりであります。 

  

② 証券先物取引等の状況 

ィ．株式に係る取引 

  

区  分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

244,688 471,364 716,052 

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

140,499 406,364 546,864 

区  分 

新株引受権
証書（新株
引受権証券
を含む） 
（百万円） 

外国新株 
引受権証券 
（百万円） 

コマーシャ
ル・ペーパ
ー 
（百万円） 

外国証書
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

－ － 2,258,000 － － 2,258,000

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

－ － 115,000 － － 115,000

区  分 

新株引受権
証書（新株
引受権証券
を含む） 
（百万円） 

外国新株 
引受権証券 
（百万円） 

コマーシャ
ル・ペーパ
ー 
（百万円） 

外国証書
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

－ － － － － －

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

－ － － － － －

区  分 
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

1,009,008 3,397,054 403,362 621,400 5,430,824

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

1,040,077 2,798,129 187,422 485,022 4,510,651



ロ．債券に係る取引 

  

(5）有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出しまたは私募の取扱い業務 

① 株券 

  

② 債券 

  

区  分 
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

3,201,701 59,897,759 1,174,454 18,236,813 82,510,729

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

3,789,567 77,219,723 881,660 30,260,136 112,151,088

区  分 
引受高
（百万円） 

売出高
（百万円） 

募集の取扱高
（百万円） 

売出しの取扱高 
（百万円） 

私募の取扱高 
（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

103,406 106,540 － － －

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

80,602 77,226 － － －

期  別 種 類 
引受高 
（百万円） 

売出高
（百万円） 

募集の取扱高
（百万円） 

売出しの取扱
高（百万円） 

私募の取扱高
（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

国債 608,142 － 938 － －

地方債 100,453 － 49,010 － －

特殊債 444,190 － 135,890 － －

社債 277,194 1,277 230,544 － －

外国債券 103,800 － 90,500 － －

合 計 1,533,779 1,277 506,882 － －

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

国債 512,813 － 893 － －

地方債 115,698 － 29,590 － －

特殊債 606,711 － 198,280 － －

社債 718,050 106 416,047 － 169,500

外国債券 82,700 － 54,600 － －

合 計 2,035,972 106 699,410 － 169,500



③ 受益証券 

  

④ その他 

  

  

期  別 種 類 
引受高 
（百万円） 

売出高
（百万円） 

募集の取扱高
（百万円） 

売出しの取扱
高（百万円） 

私募の取扱高
（百万円） 

第３期中 
（自 平成16年４月 
至 平成16年９月） 

株式投信 － － 83,288 － 75,633

公社債投信 － － 742,625 － 0

外国投信 － － 110,283 － 2,617

合 計 － － 936,196 － 78,250

第４期中 
（自 平成17年４月 
至 平成17年９月） 

株式投信 － － 97,180 － 87,434

公社債投信 － － 862,476 － 130

外国投信 － － 140,369 － 4,550

合 計 － － 1,100,026 － 92,114

期  別 種 類 
引受高 
（百万円） 

売出高
（百万円） 

募集の取扱高
（百万円） 

売出しの取扱
高（百万円） 

私募の取扱高
（百万円） 

第３期中 
(自 平成16年４月 
至 平成16年９月) 

コマーシャ
ル・ペーパー 

156,500 － － － 156,500

外国証書 － － － － －

その他 － － － － －

第４期中 
(自 平成17年４月 
至 平成17年９月) 

コマーシャ
ル・ペーパー 

－ － － － －

外国証書 － － － － －

その他 － － － － －



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号、以

下「中間連結財務諸表規則」という）ならびに同規則第48条および第69条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」

（平成10年総理府令・大蔵省令第32号）および「証券業経理の統一について」（昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決

議）に準拠して作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号、以下「中

間財務諸表等規則」という）ならびに同規則第38条および第57条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」（平成10年

総理府令・大蔵省令第32号）および「証券業経理の統一について」（昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議）に準拠

して作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）およ

び当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中間連結財務諸表ならびに前中間会計期間（自 平

成16年４月１日 至 平成16年９月30日）および当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中間財務

諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

流動資産       

現金・預金 ※２  97,942 277,767  100,340 

預託金    47,233 57,308  47,098 

トレーディング商品 ※２  3,644,189 3,569,125  3,461,398 

商品有価証券等   3,427,625  3,282,906 3,199,415  

デリバティブ取引   216,564  286,219 261,983  

約定見返勘定    403,889 －  79,631 

信用取引資産    93,307 90,969  87,021 

信用取引貸付金   57,304  56,511 58,989  

信用取引借証券 
担保金 

  36,002  34,458 28,031  

有価証券担保貸付金    3,202,834 4,933,926  3,250,247 

借入有価証券担保金   3,202,834  4,933,926 3,250,247  

立替金    834 7,421  2,324 

募集等払込金    0 8  11 

短期貸付金    1,440 2,225  1,414 

親会社株式    － 907  566 

有価証券    21,104 22,126  21,462 

繰延税金資産    9,357 9,778  11,241 

その他流動資産    135,940 168,416  131,374 

貸倒引当金    △154 △44  △195 

流動資産計    7,657,919 98.8 9,139,938 99.0  7,193,938 98.7

固定資産       

有形固定資産 ※１  25,790 22,594  23,245 

建物 ※２ 11,626  10,014 10,477  

器具備品   6,305  5,464 5,639  

土地 ※２ 7,858  7,115 7,128  

無形固定資産    24,373 11,231  14,649 

ソフトウェア   23,820  10,790 14,099  

その他   552  440 550  



  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

投資その他の資産   45,813 61,947  53,379 

投資有価証券 ※２ 23,700  48,205 39,922  

長期貸付金   904  755 799  

長期差入保証金   11,257  11,240 10,781  

繰延税金資産   940  829 826  

その他投資等   10,815  2,662 2,826  

貸倒引当金   △1,804  △1,745 △1,775  

固定資産計   95,977 1.2 95,773 1.0  91,274 1.3

資産合計   7,753,896 100.0 9,235,711 100.0  7,285,213 100.0

（負債の部）      

流動負債      

トレーディング商品   2,270,813 2,256,749  2,676,441 

商品有価証券等   2,001,168  1,950,538 2,386,937  

デリバティブ取引   269,644  306,210 289,504  

約定見返勘定   － 63,039  － 

信用取引負債   10,981 14,123  11,607 

信用取引借入金 ※２ 2,951  1,737 3,204  

信用取引貸証券 
受入金 

  8,030  12,386 8,402  

有価証券担保借入金   3,702,415 4,929,845  2,727,873 

有価証券貸借取引 
受入金 

  3,398,960  4,633,047 2,356,302  

現先取引借入金   303,455  296,797 371,571  

預り金   75,227 46,900  48,081 

受入保証金   59,150 127,224  66,913 

短期借入金 ※２ 540,172 422,904  592,809 

一年以内返済予定 
長期借入金 

※２ 
※５ 

75,507 76,179  113,447 

コマーシャル・ 
ペーパー 

  187,000 219,800  190,500 

一年以内償還社債   85,671 9,773  90,563 

未払法人税等   916 798  1,040 

賞与引当金   5,892 6,078  7,186 

その他流動負債   59,634 38,438  35,591 

流動負債計   7,073,383 91.3 8,211,856 88.9  6,562,058 90.1



  

  

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

固定負債       

社債 ※２  125,529 200,405  172,832 

転換社債    49,165 49,165  49,165 

長期借入金 
※２ 
※５ 

 104,455 355,901  89,703 

退職給付引当金    12,571 13,675  13,222 

その他固定負債    4,139 5,964  4,741 

固定負債計    295,861 3.8 625,112 6.8  329,664 4.5

特別法上の準備金 ※６     

証券取引責任準備金    1,274 1,574  1,426 

特別法上の準備金計    1,274 0.0 1,574 0.0  1,426 0.0

負債合計    7,370,518 95.1 8,838,543 95.7  6,893,148 94.6

（少数株主持分）       

少数株主持分    2,045 0.0 1,546 0.0  1,816 0.0

（資本の部）       

資本金    65,518 0.8 65,518 0.7  65,518 0.9

資本剰余金    228,548 2.9 228,548 2.5  228,548 3.1

利益剰余金    91,411 1.2 101,971 1.1  98,788 1.4

その他有価証券 
評価差額金 

   5,312 0.1 8,505 0.1  6,022 0.1

為替換算調整勘定    △2,669 △0.0 △1,032 △0.0  △1,822 △0.0

自己株式    △6,790 △0.1 △7,890 △0.1  △6,807 △0.1

資本合計    381,332 4.9 395,622 4.3  390,248 5.4

 負債・少数株主持分 
 および資本合計 

   7,753,896 100.0 9,235,711 100.0  7,285,213 100.0



②【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

営業収益      

受入手数料   39,031 40,437  81,408 

委託手数料   17,258  18,347 32,420  

引受・売出手数料   5,713  5,522 14,319  

募集・売出しの取扱
手数料 

  4,355  4,212 8,923  

その他   11,704  12,355 25,744  

トレーディング損益   21,939 37,196  51,973 

その他の商品売買損益   0 0  0 

金融収益   6,413 21,522  22,158 

営業収益計   67,384 100.0 99,156 100.0  155,540 100.0

金融費用   7,620 11.3 19,984 20.2  23,603 15.2

純営業収益   59,763 88.7 79,172 79.8  131,936 84.8

販売費・一般管理費   50,937 75.6 60,648 61.1  110,737 71.2

取引関係費   11,657  15,617 26,578  

人件費 ※１ 22,123  26,285 47,473  

不動産関係費   5,077  5,423 10,544  

事務費   4,543  5,212 9,828  

減価償却費   5,676  5,700 11,917  

租税公課   790  883 1,559  

その他   1,068  1,524 2,834  

営業利益   8,826 13.1 18,524 18.7  21,199 13.6

営業外収益   2,395 3.5 2,807 2.8  4,695 3.0

受取配当金   514  720 1,126  

持分法による投資利益   1,236  1,692 2,669  

その他   644  395 899  

営業外費用   485 0.7 924 0.9  1,578 1.0

経常利益   10,736 15.9 20,407 20.6  24,315 15.6



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

特別利益      

投資有価証券売却益   1,522  90 1,657  

貸倒引当金戻入   103  － 88  

固定資産売却益 ※２ 25  － 188  

特別利益計   1,651 2.5 90 0.1  1,934 1.3

特別損失      

投資有価証券売却損   58  9 58  

投資有価証券評価減 ※３ 7  130 22  

証券取引責任準備金 
繰入 

  144  148 296  

固定資産売却損 ※４ 71  34 243  

減損損失 ※５ 994  － 1,269  

固定資産臨時償却費   －  － 7,583  

合併費用 ※６ －  2,529 －  

特別損失計   1,275 1.9 2,851 2.9  9,474 6.1

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

  11,112 16.5 17,646 17.8  16,776 10.8

法人税、住民税および 
事業税 

  321 0.5 368 0.4  267 0.2

法人税等調整額   △63 △0.1 1,786 1.8  △1,501 △1.0

少数株主損失   584 0.9 269 0.3  813 0.5

中間（当期）純利益   11,438 17.0 15,761 15.9  18,823 12.1



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

資本剰余金期首残高    228,548 228,548  228,548

資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

   228,548 228,548  228,548

（利益剰余金の部）     

利益剰余金期首残高    84,401 98,788  84,401

利益剰余金増加高     

中間（当期）純利益   11,438 11,438 15,761 15,761 18,823 18,823

利益剰余金減少高     

配当金   4,197 4,199 4,197 

取締役賞与金   134 88 134 

自己株式処分差損   97 27 105 

海外連結子会社における 
会計基準変更に伴う減少
高 

  － 4,428 8,262 12,578 － 4,436

利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

   91,411 101,971  98,788



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

  11,112 17,646 16,776 

減価償却費   5,676 5,700 11,917 

連結調整勘定償却額   － － 377 

退職給付引当金の 
減少額 

  △616 △750 △1,192 

貸倒引当金の減少額   △619 △183 △607 

受取利息および 
受取配当金 

  △6,948 △22,262 △23,330 

支払利息   7,657 20,012 23,675 

営業外損益項目に 
かかる調整 

  

持分法による 
投資利益 

  △1,236 △1,692 △2,669 

その他   △221 △243 △230 

特別損益項目に 
かかる調整 

  

証券取引責任準備
金繰入 

  144 148 296 

投資有価証券 
売却益 

  △1,522 △90 △1,657 

投資有価証券 
売却損 

  58 9 58 

投資有価証券 
評価減 

  7 130 22 

固定資産売却益   △25 － △188 

固定資産売却損   71 34 243 

減損損失   994 － 1,269 

固定資産臨時償却
費 

  － － 7,583 



    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

資産および負債項目
の増減 

  

顧客分別金   1,750 △10,146 1,013 

トレーディング 
商品 

  △1,305,884 △534,428 △706,895 

約定見返勘定   △379,245 143,014 △54,906 

信用取引資産およ
び信用取引負債 

  △9,282 △1,431 △2,372 

有価証券担保貸付
金および有価証券
担保借入金 

  1,265,082 522,019 245,988 

立替金および 
預り金 

  24,542 △6,334 △3,235 

保証金   △1,771 60,295 5,470 

その他   17,776 △44,520 7,227 

小計   △372,501 146,926 △475,364 

利息および配当金
の受取額 

  6,449 23,338 19,535 

利息の支払額   △7,194 △20,784 △22,024 

法人税等の支払額   △412 △38 △566 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △373,659 149,443 △478,419 



    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

定期預金の増減額   △7,931 1,799 △26,757 

有価証券の減少額   △371 △663 △723 

投資有価証券の 
取得による支出 

  △91 △6,609 △10,453 

投資有価証券の 
売却による収入 

  3,179 4,283 4,812 

有形固定資産の 
取得による支出 

  △642 △872 △1,315 

有形固定資産の 
売却による収入 

  158 19 1,390 

無形固定資産の 
取得による支出 

  △3,749 △1,124 △6,522 

無形固定資産の 
売却による収入 

  － 107 － 

貸付金の増加額   △861 △682 △744 

出資金の増減額   △2,727 1 － 

新規連結子会社 
取得による支出 

  △25,988 － △28,324 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △39,024 △3,742 △68,638 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増減額   259,520 △179,443 315,011 

コマーシャル・ 
ペーパーの増加額 

  89,000 29,300 92,500 

長期借入による収入   60,999 146,232 89,515 

長期借入金の 
返済による支出 

  △1,190 △369 △6,197 

社債の発行による 
収入 

  － 69,074 42,033 

社債償還による支出   △835 △112,587 △7,061 

配当金の支払額   △4,197 △4,199 △4,197 

その他   164 △1,110 142 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  403,461 △53,102 521,748 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金および現金同等物
に係る換算差額 

  71 882 274 

Ⅴ 現金および現金同等物
の増減額 

  △9,151 93,479 △25,034 

Ⅵ 現金および現金同等物
の期首残高 

  85,145 60,110 85,145 

Ⅶ 現金および現金同等物
の中間期末（期末）残
高 

  75,993 153,590 60,110 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

10社を連結しております。 14社を連結しております。 10社を連結しております。 

連結子会社名 主要な連結子会社名 連結子会社名 

国際カードシステム株式会社 

国際土地建物株式会社 

国際ビジネス・アンド・シス

テムサービス株式会社 

Ｍｅネット証券株式会社 

三菱セキュリティーズインタ

ーナショナル 

三菱セキュリティーズ（ＵＳ

Ａ） 

三菱セキュリティーズ（香

港） 

三菱セキュリティーズ（シン

ガポール） 

ＴＭＩノミニーズ 

ＭＦＨＫノミニーズ 

 当中間連結会計期間中の連結子

会社の増減は次のとおりでありま

す。 

 （新規） 

三菱セキュリティーズインタ

ーナショナル 

ＴＭＩノミニーズ 

 株式を取得したことに伴い

連結の範囲に含めておりま

す。 

 三菱セキュリティーズイン

ターナショナルは、平成16年

７月５日付で東京三菱インタ

ーナショナルが社名変更した

ものであります。 

国際土地建物株式会社 

国際ビジネス・アンド・シス

テムサービス株式会社 

Ｍｅネット証券株式会社 

三菱セキュリティーズインタ

ーナショナル 

三菱セキュリティーズ（ＵＳ

Ａ） 

三菱セキュリティーズ（香

港） 

三菱セキュリティーズ（シン

ガポール） 

Marunouchi＆Co.Limited 

VPS Funding Corporation 

Limited 

Asset Finance Corporation 

Limited 

TROR Corporation Limited 

菱証投資咨詢（上海）有限公

司 

ＴＭＩノミニーズ 

ＭＦＨＫノミニーズ 

 当中間連結会計期間中の連結子

会社の増減は次のとおりでありま

す。 

 （新規） 

Marunouchi＆Co.Limited 

VPS Funding Corporation 

Limited 

Asset Finance Corporation 

Limited 

TROR Corporation Limited 

 新規設立等に伴い連結の範

囲に含めております。 

  

国際土地建物株式会社 

国際ビジネス・アンド・シス

テムサービス株式会社 

Ｍｅネット証券株式会社 

三菱セキュリティーズインタ

ーナショナル 

三菱セキュリティーズ（ＵＳ

Ａ） 

三菱セキュリティーズ（香

港） 

三菱セキュリティーズ（シン

ガポール） 

菱証投資咨詢（上海）有限公

司 

ＴＭＩノミニーズ 

ＭＦＨＫノミニーズ 

 当連結会計年度中の連結子会社

の増減は次のとおりであります。 

 （新規） 

三菱セキュリティーズインタ

ーナショナル 

菱証投資咨詢（上海）有限公

司 

ＴＭＩノミニーズ 

 三菱セキュリティーズイン

ターナショナルおよびＴＭＩ

ノミニーズは、株式を取得し

たことに伴い連結の範囲に含

めております。 

 三菱セキュリティーズイン

ターナショナルは、平成16年

７月５日付で東京三菱インタ

ーナショナルが社名変更した

ものであります。 

 菱証投資咨詢（上海）有限

公司は、設立に伴い、連結の

範囲に含めております。 

（除外） 

国際カードシステム株式会社 

 清算結了に伴い連結の範囲

から除外しております。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 関連会社３社について持分法を

適用しております。 

 関連会社３社について持分法を

適用しております。 

 関連会社３社について持分法を

適用しております。 

持分法適用関連会社名 持分法適用関連会社名 持分法適用関連会社名 

国際投信投資顧問株式会社 

三菱東京ウェルスマネジメン

ト証券株式会社 

三菱東京ウェルスマネジメン

ト 

国際投信投資顧問株式会社 

三菱東京ウェルスマネジメン

ト証券株式会社 

三菱東京ウェルスマネジメン

ト 

国際投信投資顧問株式会社 

三菱東京ウェルスマネジメン

ト証券株式会社 

三菱東京ウェルスマネジメン

ト 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の中間決算日は以下

のとおりであります。 

 連結子会社の中間決算日は以下

のとおりであります。 

 連結子会社の決算日は以下のと

おりであります。 

  ６月末日 ５社 

  ８月末日 １社 

  ９月末日 ４社 

  ６月末日 10社 

  ８月末日 １社 

  ９月末日 ３社 

  12月末日 ６社 

  ２月末日 １社 

  ３月末日 ３社 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる６社について

は、各社の中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、各社の中間決算日から中間連

結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる11社について

は、各社の中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、各社の中間決算日から中間連

結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 連結子会社の決算日が連結決算

日と異なる７社については、各社

の決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、各社の決算

日から連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）トレーディングに関する有価

証券等の評価基準および評価方

法 

(1）トレーディングに関する有価

証券等の評価基準および評価方

法 

(1）トレーディングに関する有価

証券等の評価基準および評価方

法 

 当社におけるトレーディング

商品、ならびに連結子会社のト

レーディングに関する有価証券

（売買目的有価証券）およびデ

リバティブ取引等については、

時価法を採用しております。 

同    左 同    左 

(2）トレーディング関連以外の有

価証券等の評価基準および評価

方法 

(2）トレーディング関連以外の有

価証券等の評価基準および評価

方法 

(2）トレーディング関連以外の有

価証券等の評価基準および評価

方法 

① 満期保有目的債券 ① 満期保有目的債券 ① 満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）によ

っております。 

同    左 同    左 

② その他有価証券 ② その他有価証券 ② その他有価証券 

ア．時価のあるもの ア．時価のあるもの ア．時価のあるもの 

 当中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定）によっております。 

同    左  当連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

によっております。 

イ．時価のないもの イ．時価のないもの イ．時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

同    左 同    左 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(3）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(3）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産の減価償却の

方法 

 当社は、定率法を採用して

おります。 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く。）について

は、定額法を採用しておりま

す。 

 連結子会社は、主として定

率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

同    左 同    左 

  
建物 ８～50年

器具備品 ２～15年

    

② 無形固定資産の減価償却の

方法 

② 無形固定資産の減価償却の

方法 

② 無形固定資産の減価償却の

方法 

 定額法を採用しておりま

す。ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

 定額法を採用しておりま

す。ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

 定額法を採用しておりま

す。ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

（追加情報） 

当連結会計年度においては、

ＵＦＪつばさ証券株式会社と

の合併に伴い、システムを統

合することにより不要となる

ことが決定している一部の自

社利用ソフトウェアについて

利用可能期間を変更し、その

経済価値の減少部分を一時の

損失とし、固定資産臨時償却

費として特別損失に計上して

おります。これにより税金等

調整前当期純利益は7,583百

万円減少しております。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基準 (4）重要な引当金の計上基準 (4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同    左 同    左 

② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払

いに備えるため、所定の計算

方法による支払見込額を計上

しております。 

同    左 同    左 

③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

 会計基準変更時差異につい

ては、適用初年度に一括費用

処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として12

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

同    左  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額に基づいて計上

しております。 

 会計基準変更時差異につい

ては、適用初年度に一括費用

処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として12

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、主として、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同    左 同    左 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (6）重要なヘッジ会計の方法   

  ①ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・金利スワップ 

 ヘッジ対象・・・借入金 

③ヘッジ方針 

  一部の借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約ごとに行っ

ております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため有効性の

判定を省略しております。 

  

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会

計処理は税抜き方式によってお

ります。 

同    左 同    左 

  ②海外連結子会社が採用してい

る会計処理基準 

  

    英国連結子会社の財務諸表

は、英国の会計基準であるＦ

ＲＳ17号に基づき、退職給付

債務の数理計算上の差異を発

生年度に認識しております。

またＦＲＳ26号に基づき、一

部のデリバティブの契約時点

における評価損益を繰延処理

しております。 

  

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金および当座預金、普通

預金等の随時引き出し可能な預金

からなっております。（預入期間

が３ヵ月を超える定期預金は含ん

でおりません。） 

同    左 同    左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）が平

成16年３月31日に終了する連結会計

年度に係る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当中

間連結会計期間から同会計基準およ

び同適用指針を適用しております。

これにより税金等調整前中間純利益

は994百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

   固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）が平

成16年３月31日に終了する連結会計

年度に係る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当連

結会計年度から同会計基準および同

適用指針を適用しております。これ

により税金等調整前当期純利益は

1,269百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

  （海外連結子会社の会計基準の改

正） 

  

   英国連結子会社については英国の

会計基準を適用しておりますが、同

会計基準の改正に伴い、当中間連結

会計期間より改正後の会計基準（Ｆ

ＲＳ17号および26号）を適用または

早期適用しております。 

 この結果、一部のデリバティブの

契約時点における評価損益の繰延処

理により、従来の方法によった場合

と比較して、トレーディング損益が

1,789百万円減少し、営業利益、経

常利益および税金等調整前当期純利

益が同額減少しております。 

 また、期首時点における改正後の

会計基準の適用による影響額につい

ては利益剰余金の増減として処理し

ており、利益剰余金は8,262百万円

減少しております。 

  



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

―――――― （中間連結貸借対照表） 

   証券取引法の改正により、従来、投資その他の資産の

「その他投資等」に含めて表示しておりました投資事業

有限責任組合およびこれに類する組合への出資は、前連

結会計年度末より「投資有価証券」に含めて表示してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末現在の「投資有価証券」

に含まれる当該出資金の額は15,417百万円であります。 

  （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   証券取引法の改正により、従来、投資活動によるキャ

ッシュ・フローの「出資金の増減額」に含めて表示して

おりました投資事業有限責任組合およびこれに類する組

合への出資および金銭分配等は、前連結会計期間よりそ

れぞれ「投資有価証券の取得による支出」および「投資

有価証券の売却による収入」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券の取得に

よる支出」に含まれる投資事業有限責任組合等への出資

は3,939百万円であり、「投資有価証券の売却による収

入」に含まれる投資事業組合等からの金銭分配等は

1,332百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日現在） 

※１．有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

※１．有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

※１．有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

26,208百万円 26,804百万円 25,973百万円 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 
  

前中間連結会計期
間末 
  
平成16年９月30日
現在 

被担保債務 担保に供している資産

科 目 
中間期末残高 
（百万円） 

トレーディン
グ商品 
（百万円） 

投資有価証券
（百万円） 

土地
（百万円） 

建物
（百万円） 

計 
（百万円） 

短期借入金 126,435 72,232 114 2,731 － 75,078 

  売渡手形 124,400 72,232 － － － 72,232 

信用取引借入金 2,951 － 51 － － 51 

社債 79,491 103,796 － － － 103,796 

長期借入金 1,753 － － － 2,551 2,551 

計 210,631 176,029 165 2,731 2,551 181,478 

 （注）１．担保に供している資産は中間期末帳簿価額によるものであります。 

２．上記のほか、短期借入金（売渡手形）の担保として消費貸借契約により借り入れた有価証券

164,182百万円を、信用取引借入金の担保として信用取引貸付金の本担保証券として受け入れた有

価証券2,044百万円を差し入れております。また、先物取引証拠金等の代用としてトレーディング

商品10,624百万円、短期借入有価証券1,591百万円、投資有価証券6,548百万円を、ＤＶＰ決済等の

担保としてトレーディング商品9,999百万円を差し入れております。 
  

当中間連結会計期
間末 
  
平成17年９月30日
現在 

被担保債務 担保に供している資産

科 目 
中間期末残高 
（百万円） 

現金・預金
（百万円） 

トレーディン
グ商品 
（百万円） 

土地
（百万円） 

建物
（百万円） 

計 
（百万円） 

短期借入金 127,328 4,576 198,843 2,731 － 206,151 

  売渡手形 121,200 － 198,843 － － 198,843 

一年以内返済予
定長期借入金 

34,170 32,940 － － － 32,940 

社債 33,181 － 36,781 － － 36,781 

長期借入金 49,123 45,755 － － 2,506 48,261 

計 243,804 83,272 235,624 2,731 2,506 324,134 

 （注）１．担保に供している資産は中間期末帳簿価額によるものであります。 

２．上記のほか、短期借入金（売渡手形）の担保として消費貸借契約により借り入れた有価証券 

32,315百万円を差し入れております。また、先物取引証拠金等の代用としてトレーディング商品

10,667百万円、投資有価証券7,453 百万円を、ＤＶＰ決済等の担保として短期借入有価証券9,999 

百万円を差し入れております。 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日現在） 

  

前連結会計年度末 
  
平成17年３月31日
現在 

被担保債務 担保に供している資産

科 目 
期末残高 
（百万円） 

トレーディン
グ商品 
（百万円） 

投資有価証券
（百万円） 

土地
（百万円） 

建物
（百万円） 

計 
（百万円） 

短期借入金 181,140 116,951 － 2,731 － 119,682 

  売渡手形 177,800 116,951 － － － 116,951 

信用取引借入金 3,204 15,535 61 － － 15,596 

社債 88,661 112,793 － － － 112,793 

長期借入金 187 － － － 2,511 2,511 

計 273,194 245,279 61 2,731 2,511 250,584 

（注）１．担保に供している資産は期末帳簿価額によるものであります。 

２．上記のほか、短期借入金（売渡手形）の担保として消費貸借契約により借り入れた有価証券161,211 

百万円を、信用取引借入金の担保として信用取引貸付金の本担保証券として受け入れた有価証券450

百万円を差し入れております。また、先物取引証拠金等の代用として短期借入有価証券10,013百万

円、投資有価証券6,019百万円、トレーディング商品102百万円を、ＤＶＰ決済等の担保としてトレ

ーディング商品9,999百万円を差し入れております。 

 ３．有価証券を担保とした金融取

引および有価証券の消費貸借契

約により差し入れた、または受

け入れた有価証券の時価額は以

下のとおりであります。 

 ３．有価証券を担保とした金融取

引および有価証券の消費貸借契

約により差し入れた、または受

け入れた有価証券の時価額は以

下のとおりであります。 

 ３．有価証券を担保とした金融取

引および有価証券の消費貸借契

約により差し入れた、または受

け入れた有価証券の時価額は以

下のとおりであります。 
  

種  類 
金額 

（百万円）

差し入れた有価証券   

  信用取引貸証券 8,166 

  
信用取引借入金の 
本担保証券 

2,951 

  
消費貸借契約により 
貸し付けた有価証券 

3,891,324 

  
現先取引で 
売却した有価証券 

303,903 

  
その他担保として 
差し入れた有価証券 

6,030 

受け入れた有価証券   

  
信用取引貸付金の 
本担保証券 

50,452 

  信用取引借証券 36,002 

  
消費貸借契約により 
借り入れた有価証券 

4,157,212 

  
その他担保として 
受け入れた有価証券 

12,288 

  

種  類
金額

（百万円）

差し入れた有価証券

  信用取引貸証券 14,505

  
信用取引借入金の
本担保証券 

1,737

  
消費貸借契約により
貸し付けた有価証券 

5,545,439

  
現先取引で 
売却した有価証券 

270,849

  
その他担保として
差し入れた有価証券 

518

受け入れた有価証券

  
信用取引貸付金の
本担保証券 

58,749

  信用取引借証券 34,458

  
消費貸借契約により
借り入れた有価証券 

6,030,306

  
その他担保として
受け入れた有価証券 

16,707

種  類
金額 

（百万円） 

差し入れた有価証券   

信用取引貸証券 8,801 

信用取引借入金の
本担保証券 

3,204 

消費貸借契約により 
貸し付けた有価証券 

2,731,380 

現先取引で
売却した有価証券 

371,857 

その他担保として
差し入れた有価証券 

525 

受け入れた有価証券   

信用取引貸付金の
本担保証券 

55,416 

信用取引借証券 28,031 

消費貸借契約により 
借り入れた有価証券 

4,066,040 

その他担保として
受け入れた有価証券 

11,108 



  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日現在） 

 ４．保証債務  ４．保証債務 ４．保証債務 

 従業員の金融機関からの住宅

融資債務に対し、294百万円の

債務保証を行っております。 

 従業員の金融機関からの住宅

融資債務に対し、192百万円の

債務保証を行っております。 

 従業員の金融機関からの住宅

融資債務に対し、277百万円の

債務保証を行っております。 

※５．一年以内返済予定長期借入金

および長期借入金には「証券会

社の自己資本規制に関する内閣

府令」（平成13年内閣府令第23

号）第２条に定める劣後債務

（劣後特約付借入金）170,000

百万円が含まれております。 

※５．一年以内返済予定長期借入金

および長期借入金には「証券会

社の自己資本規制に関する内閣

府令」（平成13年内閣府令第23

号）第２条に定める劣後債務

（劣後特約付借入金）286,500 

百万円が含まれております。 

※５．一年以内返済予定長期借入金

および長期借入金には「証券会

社の自己資本規制に関する内閣

府令」（平成13年内閣府令第23

号）第２条に定める劣後債務

（劣後特約付借入金）170,000 

百万円が含まれております。 

※６．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は以下のとお

りであります。 

※６．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は以下のとお

りであります。 

※６．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は以下のとお

りであります。 

証券取引責任準備金 証券取引責任準備金 証券取引責任準備金 

証券取引法第51条 証券取引法第51条 証券取引法第51条 

 ７．当社および連結子会社におい

ては、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行30行と当座

貸越契約および貸出コミットメ

ント契約を締結しております。

これら契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は

以下のとおりであります。 

 ７．当社および連結子会社におい

ては、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行８行と当座

貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は

以下のとおりであります。 

 ７．当社および連結子会社におい

ては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行８行と当座貸越

契約を締結しております。これら

契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は以下のとおりで

あります。 

  
当座貸越極度額
および貸出コミ
ットメントの総
額 

511,797百万円 

借入実行残高 ―  

差引額 511,797  

  

  

当座貸越極度額 409,000百万円 

借入実行残高 ―

差引額 409,000  

  

当座貸越極度額
の総額 

391,504百万円 

借入実行残高 ―   

差引額 391,504  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．人件費には、賞与引当金繰入

額4,393百万円および退職給付

費用1,523百万円が含まれてお

ります。 

※１．人件費には、賞与引当金繰入

額5,627百万円および退職給付

費用1,864百万円が含まれてお

ります。 

※１．人件費には、賞与引当金繰入

額5,455 百万円および退職給付

費用2,982 百万円が含まれてお

ります。 

※２．固定資産売却益の内訳   ※２．固定資産売却益の内訳 

土地・建物    25百万円   借地権・建物  188百万円 

  ※３．投資有価証券等評価減 ※３．投資有価証券等評価減 

   上場および非上場の投資有価

証券等について、金融商品に係

る会計基準に基づき減損処理を

行ったものであります。 

 上場および非上場の投資有価

証券等について、金融商品に係

る会計基準に基づき減損処理を

行ったものであります。 

※４．固定資産売却損の内訳 ※４．固定資産売却損の内訳 ※４．固定資産売却損の内訳 

土地・建物    71百万円 土地・建物    34百万円 土地・建物   243百万円 

  

      



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５．減損損失   ※５．減損損失 

 当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上しております。 
  

当社は、管理会計制度における

管理単位をキャッシュ・フロー

生成単位としてホールセールと

リテールに分け、それぞれの本

部および支店についてグルーピ

ングし、また連結子会社のう

ち、賃貸用不動産を有する会社

についてはそれぞれの物件毎

に、それ以外の会社については

事業全体を１つの資産グループ

としてそれぞれグルーピングし

て減損の兆候を判断しておりま

す。 

賃貸用不動産のうち、テナント

の撤退等により収益性の著しく

低下した資産グループおよび当

中間連結会計期間において売却

の決定した資産グループについ

て帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、減損損失（994百万

円）として特別損失に計上して

おります。 

なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測

定しており、土地および建物等

については、鑑定評価額および

売却約定額により評価しており

ます。 

場所 用途 種類 
減 損 
損失額 
(百万円) 

神奈川県 
川崎市 

賃貸用 
ビ ル 

土地 288 

建物 255 

北海道 
札幌市 

寮施設 
土地 20 

建物等 36 

広島県 
広島市 

寮施設 
土地 167 

建物等 68 

福岡県 
福岡市 

寮施設 
土地 53 

建物等 104 

   当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上して

おります。 
  

  

 当社は、管理会計制度におけ

る管理単位をキャッシュ・フロ

ー生成単位としてホールセール

とリテールに分け、それぞれの

本部および支店についてグルー

ピングし、また連結子会社のう

ち、賃貸用不動産を有する会社

についてはそれぞれの物件毎

に、それ以外の会社については

事業全体を１つの資産グループ

としてそれぞれグルーピングし

て減損の兆候を判断しておりま

す。 

 賃貸用不動産のうち、テナン

トの撤退等により収益性の著し

く低下した資産グループおよび

当連結会計年度において売却の

決定した資産グループならびに

遊休資産について帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、減損損

失（1,269百万円）として特別損

失に計上しております。 

場所 用途 種類 
減 損 
損失額 
(百万円) 

神奈川県
川崎市 

賃貸用
ビ ル 

土地 288 

建物 255 

北海道
札幌市 

寮施設
土地 20 

建物等 36 

広島県
広島市 

寮施設
土地 167 

建物等 68 

福岡県
福岡市 

寮施設
土地 53 

建物等 104 

宮城県
仙台市 

寮施設
土地 75 

建物等 118 

米国
ハワイ州 
他２箇所 

保養所
施設 

土地 3 

建物等 45 

神奈川県
伊勢原市 
他４箇所 

遊休
土地 

土地 31 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

     なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地および建物

等については、鑑定評価額およ

び売却約定額等により評価して

おります。 

  ※６．合併費用   

    UFJつばさ証券株式会社との合

併に関連して特別に発生した、

本部統合関連費用およびシステ

ム統合に伴う一時的費用等であ

ります。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金および現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記する

科目の金額との関係 

現金および現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記する

科目の金額との関係 

1. 現金および現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記する科目

の金額との関係 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 
  
現金・預金 97,942

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金 
△21,948

現金および現金同等物
の中間期末残高 

75,993

  
現金・預金 277,767

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金 
△124,177

現金および現金同等物
の中間期末残高 

153,590

現金・預金 100,340

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金 
△40,229

現金および現金同等物
の期末残高 

60,110

    ２．株式の取得により新たに連結子

会社となった会社の資産および負

債の主な内訳 

 株式の取得により新たに三菱セキ

ュリティーズインターナショナルを

連結したことに伴う連結開始時の資

産および負債の内訳ならびにこれら

の会社の株式の取得価額とこれらの

会社の株式取得のための支出または

取得による収入（純額）との関係は

以下のとおりであります。 

  

三菱セキュリティーズインターナシ

ョナル       （百万円） 

流動資産       1,323,769 

固定資産         2,414 

連結調整勘定        377 

流動負債      △1,139,595 

固定負債       △127,673 

株式の取得価額      59,292 

現金および現金同等物  △30,967 

差引：取得のための支出  28,324 

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 1,063 416 646

ソフトウェア 1,003 526 476

合 計 2,067 943 1,123

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 876 347 528

ソフトウェア 795 316 479

合 計 1,672 663 1,008

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

器具備品 1,112 494 618 

ソフトウェア 950 445 504 

合 計 2,062 939 1,122 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 
  
１年内 327百万円 

１年超 822  

合計 1,150  

  
１年内 280百万円 

１年超 753  

合計 1,034  

１年内 299百万円 

１年超 848  

合計 1,147  

(3）支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 
  
支払リース料 208百万円 

減価償却費相当額 193  

支払利息相当額 14  

  
支払リース料 175百万円 

減価償却費相当額 162  

支払利息相当額 14  

支払リース料 411百万円 

減価償却費相当額 380  

支払利息相当額 28  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同    左 同    左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

同    左 同    左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  
１年内 1,361百万円 

１年超 3,009  

合計 4,370  

  
１年内 3,099百万円 

１年超 4,680  

合計 7,780  

１年内 2,158百万円 

１年超 4,993  

合計 7,151  



（有価証券関係およびデリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．トレーディングに係るもの 

(1）有価証券の時価等 

 （注） 当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額は△15,245百万円であります。 

  

(2）デリバティブ取引 

 （注） 時価ならびにみなし決済損益を中間連結貸借対照表に計上しておりますので、評価損益欄を設けておりません。 

  

種   類 

前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日現在） 

資産（百万円） 負債（百万円） 

株式・ワラント 107,806 43,547 

債券 3,243,384 1,957,621 

ＣＰおよびＣＤ 63,061 － 

受益証券 13,371 － 

種   類 

前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日現在） 

資産（百万円） 負債（百万円） 

契約額等 時 価 契約額等 時 価 

オプション取引 6,833,481 61,621 7,784,101 51,067 

為替予約取引 436,819 1,467 453,128 555 

先物取引 2,341,160 3,972 3,353,179 3,569 

スワップ取引 57,576,669 149,503 57,801,389 214,452 



２．トレーディングに係るもの以外 

(1）満期保有目的債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

(2）その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価のあるその他有価証券のうち、減損処理を行ったものはありません。なお、時価のある株式については、原則とし

て、中間連結決算日の時価が取得原価に比べて50％以上下落した全銘柄、および30％以上50％未満下落した銘柄のうち回

復可能性があると認められるものを除き、減損処理を行っております。 

  

(3）時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

  

(4）デリバティブ取引の契約額等および時価に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

種   類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

固定資産に属するもの 11,104 17,631 6,527 

  株式 7,620 14,177 6,556 

  債券 3,484 3,454 △29 

種   類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

  流動資産に属するもの 21,104 

    その他（受益証券） 21,104 

  固定資産に属するもの 2,546 

    株式（非上場株式） 2,546 



当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．トレーディングに係るもの 

(1）有価証券の時価等 

 （注） 当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額は18,327百万円であります。 

  

(2）デリバティブ取引 

 （注） 時価ならびにみなし決済損益を中間連結貸借対照表に計上しておりますので、評価損益欄を設けておりません。 

  

２．トレーディングに係るもの以外 

(1）満期保有目的債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

(2）その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価のあるその他有価証券のうち、減損処理を行ったものはありません。なお、時価のある株式については、原則とし

て、中間連結決算日の時価が取得原価に比べて50％以上下落した全銘柄、および30％以上50％未満下落した銘柄のうち回

復可能性があると認められるものを除き、減損処理を行っております。 

  

種   類 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

資産（百万円） 負債（百万円） 

株式・ワラント 166,297 47,538 

債券 3,044,530 1,902,999 

ＣＰおよびＣＤ 41,993 － 

受益証券 30,084 － 

種   類 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

資産（百万円） 負債（百万円） 

契約額等 時 価 契約額等 時 価 

オプション取引 7,806,267 63,105 9,090,165 77,226 

為替予約取引 429,966 4,175 539,481 10,114 

先物取引 1,467,646 1,668 2,372,913 18,067 

スワップ取引 81,915,295 217,270 81,466,394 200,801 

種   類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

流動資産に属するもの 310 907 596 

  株式 310 907 596 

  債券 － － － 

固定資産に属するもの 10,914 23,086 12,172 

  株式 7,027 19,281 12,254 

  債券 3,886 3,805 △81 



(3)時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

  

(4）デリバティブ取引の契約額等および時価に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

種   類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

  流動資産に属するもの 22,126 

    株式（非上場株式） 27 

    その他（受益証券） 22,099 

  固定資産に属するもの 2,535 

    株式（非上場株式） 2,535 

投資事業有限責任組合等出資 

  固定資産に属するもの 15,417 

    匿名組合出資等 15,417 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．トレーディングに係るもの 

(1）有価証券の時価等 

 （注） 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額は△13,290百万円であります。 

  

(2）デリバティブ取引 

 （注） 時価ならびにみなし決済損益を連結貸借対照表に計上しておりますので、評価損益欄を設けておりません。 

  

２．トレーディングに係るもの以外 

(1）満期保有目的債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

(2）その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価のあるその他有価証券のうち、減損処理を行った金額は15百万円であり、取得原価には減損処理後の金額を記載して

おります。なお、時価のある株式については、原則として、連結決算日の時価が取得原価に比べて50％以上下落した全銘

柄および30％以上50％未満下落した銘柄のうち回復可能性があると認められるものを除き、減損処理を行っております。 

  

種   類 

前連結会計年度末
（平成17年３月31日現在） 

資産（百万円） 負債（百万円） 

株式・ワラント 126,530 37,345 

債券 3,020,622 2,346,132 

ＣＰおよびＣＤ 47,994 － 

受益証券 4,268 3,460 

種   類 

前連結会計年度末
（平成17年３月31日現在） 

資産（百万円） 負債（百万円） 

契約額等 時 価 契約額等 時 価 

オプション取引 8,181,701 76,602 9,608,085 65,574 

為替予約取引 558,642 14,068 322,986 1,109 

先物取引 853,973 2,180 2,392,593 1,086 

スワップ取引 68,602,924 169,132 66,027,687 221,734 

種   類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

流動資産に属するもの 310 566 255 

  株式 310 566 255 

  債券 － － － 

固定資産に属するもの 10,903 19,624 8,721 

  株式 7,027 15,801 8,773 

  債券 3,875 3,823 △52 



(3)時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

  

(4）デリバティブ取引の契約額等および時価に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

種   類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

  流動資産に属するもの 21,462 

    株式（非上場株式） 27 

    その他（受益証券） 21,435 

  固定資産に属するもの 2,524 

    株式（非上場株式） 2,524 

投資事業有限責任組合等出資 

  固定資産に属するもの 12,137 

    匿名組合出資等 12,137 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受けおよび売出し、④有価証券

の募集および売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの証券業を中心とする営業活動を展開しております。これら

の営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体となった営業活動を基に収益を得ております。

従って、当企業集団の事業区分は、「投資・金融サービス業」という単一の事業セグメントに属しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

（前中間連結会計期間）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 在外の国に所在する連結子会社の営業収益の合計額が、全セグメントの営業収益の合計額の10％未満であるため、記載を

省略いたしました。 

  

（当中間連結会計期間）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 所在地別の純営業収益、販売費・一般管理費、および営業利益は次のとおりであります。 

  
（注）国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 

   （１）国または地域の区分の方法・・・・・・地理的接近度によっております。 

   （２）各区分に属する主な国または地域 

      欧州・・・・・・・・・・イギリス、スイス 

      アジア・・・・・・・・・中国（香港、上海）、シンガポール 

      北米・・・・・・・・・・アメリカ 

  

（前連結会計年度）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 所在地別の純営業収益、販売費・一般管理費、営業利益および資産は次のとおりであります。 

  
日本   欧州   アジア 北米 計

消去または
全社   連結 

  (百万円)   (百万円)   (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)   (百万円) 

Ⅰ 純営業収益および営業損益 

 純営業収益   
  

  
  

  
  

  外部顧客から
の 
  純営業収益 

69,091 
  

8,766 
  

271 1,044 79,172 － 
  

79,172

  セグメント間
の 
  内部純営業収
益 

2,077  1,621   143 418 4,260 (4,260)   －

計 71,168  10,387   415 1,462 83,433 (4,260)   79,172

 販売費・ 
 一般管理費 

53,055  10,152   512 1,354 65,075 (4,427)   60,648

 営業利益（また  
 は営業損失） 

18,112  234   (97) 107 18,358 166   18,524

  
日本   欧州   アジア 北米 計

消去または
全社   連結 

  (百万円)   (百万円)   (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)   (百万円) 

Ⅰ 純営業収益および営業損益 

 純営業収益   
  

  
  

  
  

  外部顧客から
の 
  純営業収益 

118,278 
  

11,734 
  

722 1,201 131,936 － 
  

131,936

  セグメント間
の 
  内部純営業収
益 

1,622  345   176 927 3,073 (3,073)   －

計 119,901  12,080   898 2,129 135,009 (3,073)   131,936

 販売費・ 
 一般管理費 

100,304  10,730   1,063 2,014 114,113 (3,375)   110,737

 営業利益（また  
 は営業損失） 

19,597  1,349   (164) 114 20,896 302   21,199

Ⅱ 資産 6,052,364  1,098,568   56,989 148,579 7,356,500 (71,286)   7,285,213



（注）国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 

   （１）国または地域の区分の方法・・・・・・地理的接近度によっております。 

   （２）各区分に属する主な国または地域 

      欧州・・・・・・・・・・イギリス、スイス 

      アジア・・・・・・・・・中国（香港、上海）、シンガポール 

      北米・・・・・・・・・・アメリカ 

  



【海外売上高】（純営業収益） 

（前中間連結会計期間）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社および連結子会社の本邦以外の国または地域からの営業収益（連結会社間の内部収益を除く）が、連結営業収益の

10％未満であるため、記載を省略いたしました。 

  

（当中間連結会計期間）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社および連結子会社の本邦以外の国または地域からの純営業収益（連結会社間の内部収益を除く）は次のとおりであり

ます。 

（注）国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 

（１）国または地域の区分の方法……地理的接近度によって下ります。 

（２）各区分に属する主な国または地域 

欧州………………イギリス、スイス 

その他の地域……アメリカ、中国（香港、上海）、シンガポール 

  

 （前連結会計年度）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社および連結子会社の本邦以外の国または地域からの営業収益（連結会社間の内部収益を除く）が、連結営業収益の

10％未満であるため、記載を省略いたしました。 

  

  
  

  欧州 その他の地域 計
      (百万円) (百万円) (百万円)

  
Ⅰ 海外売上高（純営業収益）  7,735 1,142 8,877

  
Ⅱ 連結純営業収益  79,172

  Ⅲ 連結純営業収益に占める 
  海外売上高の割合 

 9.8% 1.4% 11.2%



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 817.33円

１株当たり中間純利益 24.51円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
23.11円

 
１株当たり純資産額 849.89円

１株当たり中間純利益 33.80円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
31.93円

１株当たり純資産額 836.28円

１株当たり当期純利益 40.15円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
37.92円

  

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

（百万円） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

（百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

（百万円） 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
   

中間（当期）純利益 11,438 15,761 18,823 

普通株主に帰属しない金額 － － 88 

（うち利益処分による 

役員賞与金） 
（－） （－） （88） 

普通株式に係る 

中間（当期）純利益 
11,438 15,761 18,734 

期中平均株式数（千株） 466,524 466,184 466,532 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額 18 28 46 

（うち支払利息） （62） （61） （123） 

（うち社債発行差金償却） （△33） （△32） （△66） 

（うち社債償還益） （△11） （－） （△11） 

普通株式増加数（千株） 29,044 28,323 28,722 

（うち転換社債） （28,653） （28,174） （28,414） 

（うち自己株式取得方式に
よるストック・オプショ
ン） 

（390） （148） （308） 



  

（重要な後発事象） 

  
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

 旧商法第210条ノ２第２

項の規定に基づき自己株

式を買い付ける方法によ

るストック・オプション 

 定時株主総会決議の

日、株式の種類、株式の

数および譲渡価額は以下

のとおりであります。 

 旧商法第210条ノ２第２

項の規定に基づき自己株

式を買い付ける方法によ

るストック・オプション 

 定時株主総会決議の

日、株式の種類、株式の

数および譲渡価額は以下

のとおりであります。 

 旧商法第210条ノ２第２

項の規定に基づき自己株

式を買い付ける方法によ

るストック・オプション 

 定時株主総会決議の

日、株式の種類、株式の

数および譲渡価額は以下

のとおりであります。 

  平成12年６月29日 平成12年６月29日 平成12年６月29日 

  
  
普通株式 1,923千株1,546円 普通株式 ―（注）1,546円 普通株式 1,923千株1,546円

    （注）平成17年６月30

日をもって権利行

使期間が終了して

いるため、当中間

連結会計期間末に

おいて株式の数は

ありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当社は、平成17年４月20日付で、

ＵＦＪつばさ証券株式会社との間

で締結され、平成17年６月29日開

催の当社およびＵＦＪつばさ証券

株式会社の定時株主総会において

それぞれ承認可決された合併契約

書に基づき、平成17年10月１日を

合併期日としてＵＦＪつばさ証券

株式会社と合併し、当社は、ＵＦ

Ｊつばさ証券株式会社の資産、負

債および権利義務の一切ならびに

従業員を引継いでおります。 

  合併に関する事項の概要、ＵＦ

Ｊつばさ証券株式会社から引継ぐ

資産および負債の状況は、次のと

おりであります。 

（1）合併の方式 

  当社を存続会社とし、ＵＦＪつ

ばさ証券株式会社は解散した。 

（2）合併比率 

  ＵＦＪつばさ証券株式会社の普

通株式１株に対して当社の普通株

式0.42株を割当てた。 

１．当社は、平成17年４月20日付

で、ＵＦＪつばさ証券株式会社と

平成17年10月１日を合併期日とす

る合併契約を締結し、当該合併契

約書は平成17年６月29日開催の当

社およびＵＦＪつばさ証券株式会

社の定時株主総会において承認可

決されました。 

（1）合併の目的 

  三菱東京フィナンシャル・グル

ープとＵＦＪグループの経営統合

を受け、当社とＵＦＪつばさ証券

株式会社は、合併により、グロー

バルな競争を勝ち抜く「世界屈指

の総合金融グループ」の中核証券

会社として、お客様に最高水準の

商品・サービスを提供していくと

ともに、両社の戦略を加速するた

めのビジネスモデルとして「金融

グループ型総合証券モデル」を構

築し、お客様の利便性や満足度の

向上を図るとともに、収益力のさ

らなる強化、企業価値の向上に努

めてまいります。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （3）商号 

  三菱ＵＦＪ証券株式会社 

  （英文名称： Mitsubishi UFJ  

   Securities Co., Ltd.） 

（4）合併交付金 

  合併交付金は支払わない。 

（5）合併により増加した資本金等

の状況 

  合併により増加した当社の資本

金等の状況は、次のとおりであり

ます。 

  ① 資本金       ０円 

  ② 資本準備金 188,395百万円 

  ③ 利益準備金  4,073百万円 

  ④ 任意積立金その他 

    留保利益  51,585百万円 

  ⑤ 自己株式  △3,369百万円 

（6）ＵＦＪつばさ証券株式会社か

ら引継ぐ資産および負債の状況 

 当社がＵＦＪつばさ証券株式会社

から引継ぐ資産および負債の状況

は、資産合計1,966,721百万円、

負債合計1,726,037百万円であり

ます。 

（2）合併契約の概要 

（合併の方法） 

 当社およびＵＦＪつばさ証券株式

会社は合併し、当社は存続し、ＵＦ

Ｊつばさ証券株式会社は解散する。 

（合併による定款の変更のうち主要

な部分） 

 ①効力の発生が合併承認総会終結

の時より生ずるもの 

（下線部分は変更箇所を示す） 

 現行定款 変更案 

 （目  的） 

第２条 当会社

は、次の業務

を営むことを

目的とする。 

(1) 有価証券

の売買、有

価証券指数

等先物取

引、有価証

券オプショ

ン取引およ

び外国市場

証券先物取

引（以下

「有価証券

の売買等」

という） 

(2) 有価証券

の売買等の

媒介、取次

ぎおよび代

理ならびに

取引所有価

証券市場

（外国有価

証券市場を

含む）にお

ける有価証

券の売買等

の委託の媒

介、取次ぎ

および代理 

(3) 有価証券

店頭デリバ

ティブ取引

ならびにそ

の媒介、取

次ぎおよび

代理 

（目  的） 

第２条 当会社

は、次の業務

を営むことを

目的とする。 

(1) 有価証券

の売買、有

価証券指数

等先物取

引、有価証

券オプショ

ン取引およ

び外国市場

証券先物取

引（以下

「有価証券

の売買等」

という 

(2) 有価証券

の売買等の

媒介、取次

ぎおよび代

理ならびに

取引所有価

証券市場

（外国有価

証券市場を

含む）にお

ける有価証

券の売買等

の委託の媒

介、取次ぎ

および代理 

(3) 有価証券

店頭デリバ

ティブ取引

ならびにそ

の媒介、取

次ぎおよび

代理 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      

 現行定款 変更案 

 (4) 有価証券

の引受けお

よび売出し 

(5) 有価証券

の募集およ

び売出しの

取扱いなら

びに私募の

取扱い 

(6) 生命保険

の募集に関

する業務お

よび損害保

険代理業務 

(7) 前各号の

業務の他、

証券取引

法、銀行法

その他の法

律により銀

行の証券子

会社が営む

ことのでき

る業務 

  

  

(8) 前各号の

業務に附帯

する業務 

（新  設） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(4) 有価証券

の引受けお

よび売出し 

(5) 有価証券

の募集およ

び売出しの

取扱いなら

びに私募の

取扱い 

(6) 生命保険

の募集に関

する業務お

よび損害保

険代理業務 

(7) 前各号の

業務の他、

証券取引

法、銀行法

その他の法

律により銀

行または銀

行持株会社

の証券子会

社が営むこ

とのできる

業務 

(8) 前各号の業

務に附帯する業

務 

（社外取締役と

の責任限定契

約） 

第23条の２ 当

会社は、商法

第266条第19

項の規定によ

り、社外取締

役との間に、

同条第１項第

５号の行為に

よる賠償責任

を限定する契

約を締結する

ことができ

る。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ②効力の発生が合併期日より生ず

るもの 

（下線部分は変更箇所を示す） 

 現行定款 変更案 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ただし、当

該契約に基

づく賠償責

任の限度額

は1,000万

円以上であ

らかじめ定

めた金額ま

たは法令が

規定する額

のいずれか

高い額とす

る。 

 前記変更後の定

款 

変更案 

 （商  号） 

第１条 当会社

は、三菱証券

株式会社と称

し、英文では 

Mitsubishi 

Securities 

Co., Ltd.と表

示する。 

  
  
  
（発行する株式

の総数） 

第５条 当会

社の発行す

る株式の総

数は、10億

株とする。

ただし、株

式の消却が

行われた場

合には、こ

れに相当す

る株式数を

減ずる。 

（商  号） 

第１条 当会社

は、三菱ＵＦ

Ｊ証券株式会

社と称し、英

文では 

Mitsubishi 

UFJ 

Securities 

Co., Ltd.と表

示する。 

  
（発行する株式

の総数） 

第５条 当会社

の発行する株

式の総数は、

18億株とす

る。ただし、

株式の消却が

行われた場合

には、これに

相当する株式

数を減ずる。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      

 前記変更後の定

款 

変更案 

 （株主総会の招

集） 

第11条 定時

株主総会

は、毎年４

月１日から

３カ月以内

に招集し、

臨時株主総

会は、必要

がある場合

に招集す

る。 

２.株主総会は、

法令に別段の

定めがある場

合を除き、取

締役会の決議

により、取締

役社長が招集

する。ただ

し、取締役社

長に事故ある

ときは、予め

取締役会の定

めた順序にし

たがい、他の

取締役がこれ

にあたる。 

  

  

（株主総会の招

集） 

第11条 定時

株主総会

は、毎年４

月１日から

３カ月以内

に招集し、

臨時株主総

会は、必要

がある場合

に招集す

る。 

２.株主総会

は、法令に別

段の定めがあ

る場合を除

き、取締役会

の決議によ

り、取締役会

長が招集す

る。ただし、

取締役会長に

事故あると

き、または定

めないとき

は、予め取締

役会の定めた

順序にしたが

い、他の取締

役が招集す

る。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      

 前記変更後の定

款 

変更案 

 （株主総会の議

長） 

第13条 株主総

会の議長は、

取締役社長が

これにあた

る。ただし、

取締役社長に

事故あるとき

は、予め取締

役会の定めた

順序にしたが

い、他の取締

役がこれにあ

たる。 

  

  

  

（代表取締役お

よび役付取締

役） 

第18条 当会社

は、取締役会

の決議によ

り、代表取締

役を定める。 

２．取締役会

の互選によ

り、取締役

会長１名、

取締役社長

１名、取締

役副社長、

専務取締役

および常務

取締役各若

干名を定め

ることがで

きる。 

  

（株主総会の議

長） 

第13条 株主総

会の議長は、

取締役会長が

これにあた

る。ただし、

取締役会長に

事故あると

き、または定

めないとき

は、予め取締

役会の定めた

順序にしたが

い、他の取締

役がこれにあ

たる。 

  

（代表取締役お

よび役付取締

役） 

第18条 当会

社は、取締

役会の決議

により、代

表取締役を

定める。 

２．取締役会

の決議によ

り、取締役

会長１名、

取締役社長

１名、取締

役副会長、

取締役副社

長、専務取

締役および

常務取締役

各若干名を

定めること

ができる。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      

 前記変更後の定

款 

変更案 

 （取締役会の招

集） 

第19条 取締役

会は、法令に

別段の定めが

ある場合を除

き取締役会長

が招集する。

ただし、取締

役会長に事故

あるときは、

予め取締役会

の定めた順序

にしたがい、

他の取締役が

招集する。 

２．前項の招集

は、各取締役

および各監査

役に対し会日

より２日前ま

でに、その通

知を発するも

のとする。 

  

  

（取締役会の議

長） 

第20条 取締

役会の議長

は、取締役

会長がこれ

にあたる。

ただし、取

締役会長に

事故あると

きは、予め

取締役会の

定めた順序

にしたが

い、他の取

締役がこれ

にあたる。 

（取締役会の招

集） 

第19条 取締

役会は、法

令に別段の

定めがある

場合を除き

取締役会長

が招集す

る。ただ

し、取締役

会長に事故

あるとき、

または定め

ないとき

は、予め取

締役会の定

めた順序に

したがい、

他の取締役

が招集する 

２．前項の招集

は、各取締役

および各監査

役に対し会日

より２日前ま

でに、その通

知を発するも

のとする。 

  

（取締役会の議

長） 

第20条 取締

役会の議長

は、取締役

会長がこれ

にあたる。

ただし、取

締役会長に

事故あると

き、または

定めないと

きは、予め

取締役会の

定めた順序

にしたが

い、他の取

締役がこれ

にあたる。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    （合併に際して発行する株式および

その割当） 

 合併期日前日の最終のＵＦＪつば

さ証券株式会社の株主名簿（実質

株主名簿を含む。以下同じ。）に

記載または記録された株主（実質

株主を含む。以下同じ。）が所有

するＵＦＪつばさ証券株式会社の

普通株式数の合計に0.42を乗じた

数の普通株式。 

（増加すべき資本金および準備金

等） 

 ①資本金 

  ０円 

 ②資本準備金 

  合併差益の額から③および④の 

  額を控除した額。 

 ③利益準備金  

  合併期日におけるＵＦＪつばさ 

  証券株式会社の利益準備金の合 

  計額。 

 ④任意積立金その他の留保利益の 

  額 

  合併期日におけるＵＦＪつばさ 

  証券株式会社の任意積立金その 

  他の留保利益の額 

  ただし、②ないし④の額は、合

併期日におけるＵＦＪつばさ証券

株式会社の財政状態を考慮して、

両社協議の上合意によりこれを変

更することができる。 

  

（合併承認株主総会） 

 平成17年６月29日 

  

（合併期日） 

 平成17年10月１日 

会 

社 

名 

当  社 

ＵＦＪつ

ばさ 

証券 

合併 

比率 
1 0.42 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    （会社財産の引継） 

 ＵＦＪつばさ証券株式会社は、平

成17年３月31日現在の貸借対照表

その他同日現在の計算を基礎と

し、これに合併期日に至るまでの

増減を加除した一切の資産および

負債ならびに権利義務を合併期日

において当社に引継ぐ。 

  

（合併交付金） 

 当社は、合併に際し合併交付金の

支払いを行わない。 

  

(新株予約権の承継等) 

①ＵＦＪつばさ証券株式会社は、平

成12年６月29日付の取締役会決議

に基づき、同日における取締役及

び従業員との間で締結した新株引

受権付与契約により付与した新株

引受権（以下、「旧新株引受権」

という。）に代わるものとして、

当該新株引受権の権利者(以下

「新株引受権者」という。)に対

し、当該新株引受権の放棄と引換

えに当該新株引受権と同様の新株

予約権を発行することの決議を、

合併承認総会において求めるもの

とする。 

②当社は、前項のＵＦＪつばさ証券

株式会社の決議がなされた場合に

は、かかる決議に基づく新株予約

権および新株予約権付与契約に関

する権利義務の一切を、合併期日

において承継する。なお、合併期

日以降の新株予約権の目的たる株

式の数及び行使価額（払込金額）

については、合併比率に応じて適

宜調整する。 

③当社は、①の決議に基づく新株予

約権付与契約を締結していない新

株引受権者に対し、前項に基づき

当社が承継する新株予約権と同様

の新株予約権（以下、「本件新株

予約権」という。）を発行するこ

との株主総会決議を、合併承認総

会において求めるものとする。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    （従業員の処遇） 

 当社は、合併期日におけるＵＦＪ

つばさ証券株式会社の全従業員を

当社の従業員として引続き雇用す

る。 

  

（合併に際し就任すべき取締役およ

び監査役の氏名） 

 合併に際して新たに当社の取締役

および監査役となるべき者は、次

のとおりとする。ただし、就任す

べき時期は、合併期日とする。 

 ① 取締役 

  藤本 公亮、榎 広美、 

  青木 広久、宮戸 直輝 

 ② 監査役 

  橋本 健七、松尾 芳憲    

（3）新株予約権の発行の概要 

  「(2)合併契約の概要（新株予

約権の承継等）③」に記載された

本件新株予約権の発行の概要は、

以下のとおりです。 

  

（特に有利な条件をもって新株予約

権を発行する理由） 

  平成17年10月１日付で当社を存

続会社とし、ＵＦＪつばさ証券株

式会社を消滅会社とする合併（以

下、「本件合併」という。）に伴

い、旧新株引受権が有する実質的

な経済的価値の保護を図る手続上

の必要から、本件新株予約権を無

償にて発行するものであります。 

  

（新株予約権割当の対象者） 

  旧新株引受権交付時の権利者お

よびその承継相続人のうち、本件

合併までに、消滅会社新株予約権

の付与を受けておらず、かつ未行

使の旧新株引受権を有する旧新株

引受権権利者が対象者となりま

す。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    （新株予約権発行の要領） 

①新株予約権の目的となる株式の 

 種類および数 

 本件合併後の当社普通株式

2,616,180株を上限とします。当

該上限株式数は、旧新株引受権の

対象株数である6,229,000株を本

件合併における合併比率0.42で調

整した株数であります。 

②新株予約権の数 

 合計2,616,180個を上限としま

す。（本件新株予約権１個あたり

の目的たる株式数は、１株とす

る）。 

③新株予約権の発行価額 

 無償で発行するものとします。 

④新株予約権の行使に際して払込を

すべき金額 

 本件新株予約権の行使に際して払

い込みをなすべき１株あたりの金

額（以下、「行使価額」とい

う。）は、1,412円とします。当

該行使価額は、旧新株引受権の行

使価額である593円を次の算式に

より調整したものであります。 

  

 調整後行使価額＝調整前行使価額 

    

×
1 

本件合併における合併比率（0.42） 

    ⑤新株予約権の行使可能期間 

 本件新株予約権の行使期間は、本

件新株予約権の発効日から、旧新

株引受権の行使期限である平成18

年３月31日までとします。 

  

⑥新株予約権の行使の条件 

 (ⅰ)本件新株予約権を付与された

対象者が死亡した場合、その

所定の相続人が、本件新株予

約権付与契約の定めに従って

本件新株予約権を行使するこ

とができるものとします。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

     (ⅱ)その他権利行使に関する条件

については、取締役会決議に

より決定し、対象者との間で

締結する本件新株予約権付与

契約に定めるものとします。 

  

⑦新株予約権の消却 

 (ⅰ)当社において、以下の事項に

つき株主総会にて承認された

場合には、当社の取締役会の

決議をもって、本件新株予約

権の全部を無償で消却するこ

とができるものとします。 

 ・当社が消滅会社となる合併 

  契約書 

 ・当社が完全子会社となる 

  株式交換契約書 

 ・当社が完全子会社となる 

  株式移転契約書 

 (ⅱ)本件新株予約権を付与された

対象者が、本件新株予約権の

全部または一部を放棄した場

合は、当社は、当該新株予約

権を無償で消却することがで

きるものとします。 

  

（新株予約権割当の要領） 

  本件新株予約権の割当に際して

は、当社は本件新株予約権の発行

目的に鑑み、旧新株引受権の放棄

その他の合理的と判断する条件を

付す契約を、本件新株予約権の割

当を受ける者との間で締結するも

のとします。 

  

（4）ＵＦＪつばさ証券株式会社の

最近の事業年度末の貸借対照表

は、次のとおりであります。な

お、平成17年３月31日現在の同社

の従業員数は2,767名でありま

す。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

  

  第59期末貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

       （単位：百万円） 
  

資 産 の 部 

科 目 金 額 

流 動 資 産 4,759,139 

 現金・預金 30,975 

 預託金 45,008 

 トレーディング商
品 2,454,178 

  商品有価証券等 2,430,897 

  デリバティブ取
引 23,281 

 約定見返勘定 59,755 

 信用取引資産 68,015 

  信用取引貸付金 62,978 

  信用取引借証券
担保金 5,037 

 有価証券担保貸付
金 2,045,200 

  借入有価証券担
保金 2,044,700 

  現先取引貸付金 500 

 立替金 280 

 短期差入保証金 26,385 

 短期貸付金 4,322 

 未収収益 7,156 

 繰延税金資産 1,567 

 その他の流動資産 16,433 

 貸倒引当金 △141 

固 定 資 産 65,182 

 有形固定資産 6,061 

 無形固定資産 10,050 

 投資その他の資産 49,070 

  投資有価証券 37,275 

  関係会社株式 3,151 

  その他関係会社
有価証券 1,245 

  長期貸付金 107 

  長期差入保証金 5,373 

  その他の投資等 2,565 

  貸倒引当金 △648 

資 産 合 計 4,824,321 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

  

         （単位：百万円） 

  

負 債 の 部 

科 目 金 額 

流 動 負 債 4,551,206 

 トレーディング商
品 1,851,095 

  商品有価証券等 1,836,257 

  デリバティブ取
引 14,838 

 信用取引負債 15,649 

  信用取引借入金 11,783 

  信用取引貸証券
受入金 3,866 

 有価証券担保借入
金 1,884,868 

  有価証券貸借取
引受入金 1,781,371 

  現先取引借入金 103,497 

 預り金 29,951 

 受入保証金 12,819 

 有価証券等受入未
了勘定 

27 

 短期借入金 727,940 

 コマーシャル・ペ
ーパー 10,000 

 未払金 650 

 未払法人税等 6,354 

 賞与引当金 2,585 

 その他の流動負債 9,263 

固 定 負 債 30,383 

 長期借入金 17,000 

 繰延税金負債 7,957 

 退職給付引当金 5,085 

 役員退職慰労引当
金 

153 

 その他の固定負債 186 

特別法上の準備金 322 

 証券取引責任準備
金 

322 

負 債 合 計 4,581,911 



  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

       （単位：百万円） 

  

（5）ＵＦＪつばさ証券株式会社の

最近の事業年度(平成16年４月１

日から平成17年３月31日まで)の

経常利益は17,189百万円、当期純

利益は10,859百万円であります。 

  

資 本 の 部 

科 目 金 額 

資本金 25,107 

資本剰余金 154,072 

 資本準備金 153,946 

 その他資本剰余金 125 

利益剰余金 54,162 

 利益準備金 4,073 

 任意積立金 24,942 

 圧縮記帳積立金 34 

 別途積立金 24,907 

当期未処分利益 25,146 

その他有価証券評価
差額金 12,390 

自己株式 △3,322 

資 本 合 計 242,409 

負債・資本合計 4,824,321 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
第３期中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
第４期中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

第３期末要約貸借対照表 
（平成17年３月31日現在） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

流動資産       

現金・預金    34,423 116,058  53,259 

預託金    40,306 48,590  40,143 

トレーディング商品 ※３  3,143,841 2,918,549  2,959,238 

商品有価証券等 ※１ 3,070,813  2,832,912 2,865,846  

デリバティブ取引   73,028  85,636 93,392  

約定見返勘定    401,016 138,933  67,944 

信用取引資産    93,307 90,969  87,021 

信用取引貸付金   57,304  56,511 58,989  

信用取引借証券 
担保金 

  36,002  34,458 28,031  

有価証券担保貸付金    2,098,634 3,754,742  2,677,422 

借入有価証券担保金   2,098,634  3,594,175 2,654,188  

現先取引貸付金   －  160,566 23,233  

立替金    769 6,635  893 

短期貸付金    6,400 1,035  995 

親会社株式    － 907  566 

有価証券    21,104 22,126  21,462 

繰延税金資産    9,284 9,704  11,188 

その他流動資産    40,665 66,797  26,684 

貸倒引当金    △14 △18  △23 

流動資産計    5,889,740 97.4 7,175,031 97.2  5,946,798 97.4

固定資産       

有形固定資産 ※２  18,779 16,261  16,865 

無形固定資産    23,658 11,063  14,284 

投資その他の資産    116,951 183,387  130,535 

投資有価証券 ※３ 92,414  136,559 109,034  

長期貸付金   3,967  34,291 9,332  

長期差入保証金   11,823  11,862 11,377  

その他投資等   10,539  2,272 2,558  

貸倒引当金   △1,793  △1,597 △1,766  

固定資産計    159,389 2.6 210,711 2.8  161,685 2.6

資産合計    6,049,130 100.0 7,385,743 100.0  6,108,483 100.0



  

    
第３期中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
第４期中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

第３期末要約貸借対照表 
（平成17年３月31日現在） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

流動負債       

トレーディング商品    1,811,154 1,808,149  2,148,772 

商品有価証券等 ※１ 1,769,502  1,739,108 2,090,937  

デリバティブ取引   41,651  69,041 57,835  

信用取引負債    10,981 14,123  11,607 

信用取引借入金 ※３ 2,951  1,737 3,204  

信用取引貸証券 
受入金 

  8,030  12,386 8,402  

有価証券担保借入金    2,801,455 4,074,723  2,471,047 

有価証券貸借取引 
受入金 

  2,462,066  3,633,821 2,067,164  

現先取引借入金   339,389  440,902 403,882  

預り金    73,844 45,760  47,535 

受入保証金    27,555 26,461  27,040 

短期借入金 ※３  499,400 366,200  535,100 

一年以内返済予定 
長期借入金 

※５  70,000 40,000  110,000 

コマーシャル・ 
ペーパー 

   187,000 219,800  190,500 

未払法人税等    577 455  922 

賞与引当金    4,250 4,350  4,000 

その他流動負債    9,406 10,990  14,104 

流動負債計    5,495,625 90.8 6,611,013 89.5  5,560,630 91.0

固定負債       

転換社債    49,165 49,165  49,165 

長期借入金 ※５  100,000 303,000  88,500 

退職給付引当金    9,940 8,717  9,464 

その他固定負債    2,810 4,826  3,246 

固定負債計    161,915 2.7 365,708 5.0  150,376 2.5

特別法上の準備金 ※６     

証券取引責任準備金    1,216 1,457  1,342 

特別法上の準備金計    1,216 0.0 1,457 0.0  1,342 0.0

負債合計    5,658,756 93.5 6,978,179 94.5  5,712,349 93.5



  

  

    
第３期中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
第４期中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

第３期末要約貸借対照表 
（平成17年３月31日現在） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

資本金    65,518 1.1 65,518 0.9  65,518 1.1

資本剰余金       

資本準備金   228,548  228,548 228,548  

資本剰余金合計    228,548 3.8 228,548 3.1  228,548 3.7

利益剰余金       

利益準備金   8,135  8,135 8,135  

任意積立金   49,611  49,611 49,611  

中間（当期） 
未処分利益 

  40,026  55,152 45,097  

利益剰余金合計    97,773 1.6 112,899 1.5  102,843 1.7

その他有価証券 
評価差額金 

   5,304 0.1 8,465 0.1  6,008 0.1

自己株式    △6,772 △0.1 △7,868 △0.1  △6,785 △0.1

資本合計    390,373 6.5 407,563 5.5  396,133 6.5

負債・資本合計    6,049,130 100.0 7,385,743 100.0  6,108,483 100.0



②【中間損益計算書】 

  

    
第３期中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第３期要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

営業収益      

受入手数料   37,110 38,216  74,773 

委託手数料   16,521  17,460 31,009  

引受・売出手数料   5,704  4,765 11,087  

募集・売出しの取扱
手数料 

  4,351  4,208 8,913  

その他   10,533  11,782 23,762  

トレーディング損益 ※１ 22,025 30,398  45,122 

その他の商品売買損益   0 0  0 

金融収益   2,391 3,913  4,465 

営業収益計   61,527 100.0 72,528 100.0  124,360 100.0

金融費用   3,997 6.5 2,568 3.5  6,663 5.4

純営業収益   57,529 93.5 69,959 96.5  117,697 94.6

販売費・一般管理費   48,673 79.1 52,016 71.7  97,885 78.7

取引関係費   11,241  15,014 23,330  

人件費   20,383  20,107 39,829  

不動産関係費   4,698  4,394 9,326  

事務費   5,102  5,275 10,615  

減価償却費 ※２ 5,587  5,274 11,341  

租税公課   716  811 1,418  

その他   941  1,138 2,022  

営業利益   8,856 14.4 17,942 24.7  19,812 15.9

営業外収益 ※３ 1,297 2.1 1,322 1.8  2,284 1.9

営業外費用   119 0.2 110 0.1  819 0.7

経常利益   10,035 16.3 19,155 26.4  21,277 17.1



  

  

  次へ 

    
第３期中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第３期要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

特別利益      

投資有価証券売却益   1,522  74 1,657  

貸倒引当金戻入   232  － 247  

固定資産売却益 ※４ 25  － 25  

特別利益計   1,781 2.9 74 0.1  1,930 1.6

特別損失      

投資有価証券売却損   58  － 58  

投資有価証券等評価減 ※５ 7  690 22  

証券取引責任準備金 
繰入 

  122  114 249  

固定資産売却損 ※６ 71  27 243  

減損損失 ※７ 451  － 726  

固定資産臨時償却費   －  － 7,583  

合併費用 ※８ －  2,480 －  

特別損失計   710 1.2 3,313 4.6  8,883 7.1

税引前中間（当期） 
純利益 

  11,105 18.0 15,916 21.9  14,324 11.6

法人税、住民税および 
事業税 

  50 0.1 61 0.1  95 0.1

法人税等調整額   19 0.0 1,484 2.0  △1,884 △1.5

中間（当期）純利益   11,035 17.9 14,371 19.8  16,113 13.0

前期繰越利益   29,088 40,809  29,088 

自己株式処分差損   97 27  105 

中間（当期）未処分利益   40,026 55,152  45,097 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準および評価方法 １．資産の評価基準および評価方法 １．資産の評価基準および評価方法 

(1）トレーディング商品の評価基

準および評価方法 

(1）トレーディング商品の評価基

準および評価方法 

(1）トレーディング商品の評価基

準および評価方法 

 トレーディングに関する有価

証券（売買目的有価証券）およ

びデリバティブ取引等について

は、時価法を採用しておりま

す。なお、当社は、証券市場を

通じて顧客のニーズに対応した

サービスや商品を提供すること

を目的としてトレーディングを

行っており、有価証券の売買取

引のほか、有価証券指数等先物

取引および有価証券オプション

取引等をその範囲としておりま

す。 

同    左 同    左 

(2）トレーディング商品に属さな

い有価証券等の評価基準および

評価方法 

(2）トレーディング商品に属さな

い有価証券等の評価基準および

評価方法 

(2）トレーディング商品に属さな

い有価証券等の評価基準および

評価方法 

① 満期保有目的債券 ① 満期保有目的債券 ① 満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）によ

っております。 

同    左 同    左 

② 子会社株式および関連会社

株式 

② 子会社株式および関連会社

株式 

② 子会社株式および関連会社

株式 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

同    左 同    左 

③ その他有価証券 ③ その他有価証券 ③ その他有価証券 

ア．時価のあるもの ア．時価のあるもの ア．時価のあるもの 

 当中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

によっております。 

同    左  当期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ます。 

イ．時価のないもの イ．時価のないもの イ．時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

同    左 同    左 



  

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同    左 同    左 

  
建物 ８～50年

器具備品 ２～15年

    

(2）無形固定資産および投資その

他の資産 

(2）無形固定資産および投資その

他の資産 

(2）無形固定資産および投資その

他の資産 

 定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

 定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

 定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。（追加

情報） 

 当期においては、ＵＦＪつば

さ証券株式会社との合併に伴

い、システムを統合することに

より不要となることが決定して

いる一部の自社利用ソフトウェ

アについて利用可能期間を変更

し、その経済価値の減少部分を

一時の損失とし、固定資産臨時

償却費として特別損失に計上し

ております。これにより税金等

調整前当期純利益は7,583百万

円減少しております。 

３．引当金および準備金の計上基準 ３．引当金および準備金の計上基準 ３．引当金および準備金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

同    左 同    左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払い

に備えるため、所定の計算方法

による支払見込額を計上してお

ります。 

同    左 同    左 



第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

 会計基準変更時差異について

は、適用初年度に一括費用処理

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

同    左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 会計基準変更時差異について

は、適用初年度に一括費用処理

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）証券取引責任準備金 (4）証券取引責任準備金 (4）証券取引責任準備金 

 証券事故による損失に備える

ため、証券取引法第51条の規定

に基づき、「証券会社に関する

内閣府令」第35条に定めるとこ

ろにより算出した額を計上して

おります。 

同    左 同    左 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同    左 同    左 



  

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ５．重要なヘッジ会計の方法   

  ①ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・金利スワップ 

 ヘッジ対象・・・借入金 

③ヘッジ方針 

  一部の借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約ごとに行っ

ております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため有効性の

判定を省略しております。 

  

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計

処理は税抜き方式によっておりま

す。なお、仮受消費税等と控除対

象の仮払消費税等は相殺し、その

差額は、「その他流動負債」に含

めて表示しております。 

 消費税および地方消費税の会計

処理は税抜き方式によっておりま

す。なお、仮受消費税等と控除対

象の仮払消費税等は相殺し、その

差額は、「その他流動負債」に含

めて表示しております。 

 消費税および地方消費税の会計

処理は税抜き方式によっておりま

す。 

      

      



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）が平

成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当中間会計期

間から同会計基準および同適用指針

を適用しております。これにより税

引前中間純利益は451百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

   固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）が平

成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当期から同会

計基準および同適用指針を適用して

おります。これにより税引前当期純

利益は726百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

―――――― （貸借対照表） 

   証券取引法の改正により、従来、投資その他の資産の

「その他投資等」に含めて表示しておりました投資事業

有限責任組合およびこれに類する組合への出資は、前期

末より「投資有価証券」に含めて表示しております。 

 なお、当中間会計期間末現在の「投資有価証券」に含

まれる当該出資金の額は15,417百万円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

第３期中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

第４期中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

第 ３ 期 末 
（平成17年３月31日現在） 

※１．トレーディング商品に含まれ

る商品有価証券等の内訳 

※１．トレーディング商品に含まれ

る商品有価証券等の内訳 

※１．トレーディング商品に含まれ

る商品有価証券等の内訳 
  

種類 
資産 

（百万円） 
負債 

（百万円） 

株式・ 
ワラント 

106,701 37,823

債券 2,913,743 1,731,679

ＣＰおよび 
ＣＤ 

36,996 －

受益証券 13,371 －

合計 3,070,813 1,769,502

  

種類 
資産

（百万円） 
負債

（百万円） 

株式・ 
ワラント 

165,131 40,497

債券 2,595,704 1,698,610

ＣＰおよび 
ＣＤ 

41,993 －

受益証券 30,084 －

合計 2,832,912 1,739,108

種類
資産 

（百万円） 
負債 

（百万円） 

株式・
ワラント 

126,100 31,277 

債券 2,687,483 2,056,199 

ＣＰおよび
ＣＤ 

47,994 － 

受益証券 4,268 3,460 

合計 2,865,846 2,090,937 

※２．有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

※２．有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

※２．有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

22,293百万円 22,559百万円 21,849百万円 

※３．担保に供している資産 ※３．担保に供している資産 ※３．担保に供している資産 
  
  百万円

トレーディング商品 72,232

投資有価証券 51

計 72,284

  
  百万円

トレーディング商品 198,843

投資有価証券 －

計 198,843

  百万円

トレーディング商品 132,486

投資有価証券 61

計 132,547

 上記のほか、短期借入金の担

保として消費貸借契約により借

り入れた有価証券164,182百万

円を、信用取引借入金の担保と

して信用取引貸付金の本担保証

券として受け入れた有価証券

2,044百万円を差し入れており

ます。また、先物取引証拠金等

の代用としてトレーディング商

品8,510百万円、短期借入有価

証券1,591百万円、投資有価証

券6,548百万円を、ＤＶＰ決済

等の担保としてトレーディング

商品9,999百万円を差し入れて

おります。 

 上記のほか、短期借入金の担

保として消費貸借契約により借

り入れた有価証券32,315百万円

を差し入れております。また、

先物取引証拠金等の代用として

トレーディング商品10,667百万

円、投資有価証券7,453百万円

を、ＤＶＰ決済等の担保として

短期借入有価証券9,999 百万円

を差し入れております。 

 上記のほか、短期借入金（売

渡手形）の担保として消費貸借

契約により借り入れた有価証券

161,211百万円を、信用取引借

入金の担保として信用取引貸付

金の本担保証券として受け入れ

た有価証券450百万円を差し入

れております。また、先物取引

証拠金等の代用として短期借入

有価証券10,013百万円、投資有

価証券6,019百万円、トレーデ

ィング商品102百万円を、ＤＶ

Ｐ決済等の担保として短期借入

有価証券9,999百万円を差し入

れております。 

担保資産の対象となる債務 担保資産の対象となる債務 担保資産の対象となる債務 
  
  百万円

短期借入金 124,400

信用取引借入金 2,951

計 127,351

  
  百万円

短期借入金 121,200

信用取引借入金 －

計 121,200

  百万円

短期借入金 177,800

信用取引借入金 3,204

計 181,004



第３期中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

第４期中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

第 ３ 期 末 
（平成17年３月31日現在） 

 ４．有価証券を担保とした金融取

引および有価証券の消費貸借契

約により差し入れた、または受

け入れた有価証券の時価額は以

下のとおりであります。 

 ４．有価証券を担保とした金融取

引および有価証券の消費貸借契

約により差し入れた、または受

け入れた有価証券の時価額は以

下のとおりであります。 

 ４．有価証券を担保とした金融取

引および有価証券の消費貸借契

約により差し入れた、または受

け入れた有価証券の時価額は以

下のとおりであります。 
  

  

種  類 
金額 

（百万円） 

差し入れた有価証券  

  信用取引貸証券 8,166

  
信用取引借入金の 
本担保証券 

2,951

  
消費貸借契約により 
貸し付けた有価証券 

2,459,226

  
現先取引で 
売却した有価証券 

339,809

  
その他担保として 
差し入れた有価証券 

6,136

受け入れた有価証券  

  
信用取引貸付金の 
本担保証券 

50,452

  信用取引借証券 36,002

  
消費貸借契約により 
借り入れた有価証券 

2,640,768

  
その他担保として 
受け入れた有価証券 

12,288

  

種  類
金額

（百万円） 

差し入れた有価証券

  信用取引貸証券 14,505

  
信用取引借入金の
本担保証券 

1,737

  
消費貸借契約により
貸し付けた有価証券 

3,618,860

  
現先取引で 
売却した有価証券 

414,230

  
その他担保として
差し入れた有価証券 

2,084

受け入れた有価証券

  
信用取引貸付金の
本担保証券 

58,749

  信用取引借証券 34,458

  
消費貸借契約により
借り入れた有価証券 

4,050,674

  
現先取引で買い付けた
有価証券 

159,424

  
その他担保として
受け入れた有価証券 

16,707

種  類
金額 

（百万円） 

差し入れた有価証券   

信用取引貸証券 8,801 

信用取引借入金の
本担保証券 

3,204 

消費貸借契約により 
貸し付けた有価証券 

2,067,900 

現先取引で
売却した有価証券 

405,443 

その他担保として
差し入れた有価証券 

525 

受け入れた有価証券   

信用取引貸付金の
本担保証券 

55,416 

信用取引借証券 28,031 

消費貸借契約により 
借り入れた有価証券 

3,149,810 

現先取引で買い付けた 
有価証券 

23,340 

その他担保として
受け入れた有価証券 

11,108 

※５．一年以内返済予定長期借入金

および長期借入金は「証券会社

の自己資本規制に関する内閣府

令」（平成13年内閣府令第23

号）第２条に定める劣後債務

（劣後特約付借入金）でありま

す。 

※５．一年以内返済予定長期借入金

および長期借入金は「証券会社

の自己資本規制に関する内閣府

令」（平成13年内閣府令第23

号）第２条に定める劣後債務

（劣後特約付借入金）286,500

百万円が含まれております。 

※５．一年以内返済予定長期借入金

および長期借入金は「証券会社

の自己資本規制に関する内閣府

令」（平成13年内閣府令第23

号）第２条に定める劣後債務

（劣後特約付借入金）170,000

百万円が含まれております。 

※６．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は以下のとお

りであります。 

※６．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は以下のとお

りであります。 

※６．特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は以下のとお

りであります。 

証券取引責任準備金 証券取引責任準備金 証券取引責任準備金 

証券取引法第51条 証券取引法第51条 証券取引法第51条 



  

  

  次へ 

第３期中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

第４期中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

第 ３ 期 末 
（平成17年３月31日現在） 

 ７．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行30行と

当座貸越契約および貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は

以下のとおりであります。 

 ７．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は

以下のとおりであります。 

 ７．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は以下

のとおりであります。 

  
当座貸越極度額
および貸出コミ
ットメントの総
額 

224,600百万円 

借入実行残高 ―  

差引額 224,600  

  

  

当座貸越極度額
の総額 

124,600百万円 

借入実行残高 －

差引額 124,600  
  

当座貸越極度額
の総額 

124,600百万円 

借入実行残高 ―   

差引額 124,600  

  
 ８．保証債務 

 三菱セキュリティーズ（ＵＳ

Ａ）が行なっている有価証券貸

借取引のネットエクスポージャ

ーに対して、12百万円の債務保

証を行っております。 



（中間損益計算書関係） 

  

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．トレーディング損益の内訳 ※１．トレーディング損益の内訳 ※１．トレーディング損益の内訳 
  

  
実現 
損益 

評価 
損益 

計 

      百万円

株券等トレーデ
ィング損益 

9,252 △4,222 5,029

債券等トレーデ
ィング損益 

23,856 △5,198 18,658

その他のトレー
ディング損益 

△2,312 649 △1,663

計 30,796 △8,771 22,025

  

  
実現
損益 

評価
損益 

計

      百万円

株券等トレーデ
ィング損益 

12,690 △5,815 6,874

債券等トレーデ
ィング損益 

23,356 664 24,021

その他のトレー
ディング損益 

△6,616 6,118 △497

計 29,430 967 30,398

実現
損益 

評価 
損益 

計 

      百万円

株券等トレーデ
ィング損益 

10,452 665 11,118

債券等トレーデ
ィング損益 

34,009 3,632 37,641

その他のトレー
ディング損益 

△2,047 △1,591 △3,638

計 42,415 2,706 45,122

※２．当中間会計期間の減価償却実

施額は次のとおりであります。 

※２．当中間会計期間の減価償却実

施額は次のとおりであります。 

※２．当期の減価償却実施額は次の

とおりであります。 
  
  百万円

有形固定資産 1,254

無形固定資産 4,323

投資その他の資産 9

計 5,587

  
  百万円

有形固定資産 997

無形固定資産 4,268

投資その他の資産 8

計 5,274

  百万円

有形固定資産 2,543

無形固定資産 16,363

投資その他の資産 18

計 18,925

※３．営業外収益のうち主なもの ※３．営業外収益のうち主なもの ※３．営業外収益のうち主なもの 

受取配当金   589百万円 受取配当金   811百万円 受取配当金  1,205百万円 

※４．固定資産売却益の内訳   ※４．固定資産売却益の内訳 

土地・建物    25百万円   借地権・建物   25百万円 

  ※５．投資有価証券等評価減 ※５．投資有価証券等評価減 

   上場および非上場の投資有価

証券等について、金融商品に係

る会計基準に基づき減損処理を

行ったものであります。 

 上場および非上場の投資有価

証券等について、金融商品に係

る会計基準に基づき減損処理を

行ったものであります。 

※６．固定資産売却損の内訳 ※６．固定資産売却損の内訳 ※６．固定資産売却損の内訳 

土地・建物    71百万円 土地・建物   27百万円 土地・建物  243 百万円 

  

      

      



  
  

  次へ 

  

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※７．減損損失   ※７．減損損失 

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しておりま

す。 

   当期において、当社は以下の

資産グループについて減損損失

を計上しております。 

場所 用途 種類 
減 損 
損失額 
(百万円) 

北海道
札幌市 

寮施設
土地 20 

建物等 36 

広島県
広島市 

寮施設
土地 167 

建物等 68 

福岡県
福岡市 

寮施設
土地 53 

建物等 104 

宮城県
仙台市 

寮施設
土地 75 

建物等 118 

米国
ハワイ
州 
他２箇
所 

保養所
施設 

土地 3 

建物等 45 

神奈川
県 
伊勢原
市 
他４箇
所 

遊休
土地 

土地 31 

  

  

場所 用途 種類 
減 損 
損失額 
(百万円) 

北海道 
札幌市 

寮施設 
土地 20 

建物等 36 

広島県 
広島市 

寮施設 
土地 167 

建物等 68 

福岡県 
福岡市 

寮施設 
土地 53 

建物等 104 

 

 当社は、管理会計制度におけ

る管理単位をキャッシュ・フロ

ー生成単位としてホールセール

とリテールに分け、それぞれの

本部および支店についてグルー

ピングし、減損の兆候を判断し

ております。 

 当中間会計期間において売却

の決定した資産グループについ

て帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、減損損失（451百万

円）として特別損失に計上して

おります。 

 なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地および建物

等については、売却約定額によ

り評価しております。 

   当社は、管理会計制度におけ

る管理単位をキャッシュ・フロ

ー生成単位としてホールセール

とリテールに分け、それぞれの

本部および支店についてグルー

ピングし、減損の兆候を判断し

ております。 

 当期において売却の決定した

資産グループおよび遊休資産に

ついて帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、減損損失（726百万

円）として特別損失に計上して

おります。 

 なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地および建物

等については、売却約定額等に

より評価しております。 

  ※８．合併費用   

    ＵＦＪつばさ証券株式会社と

の合併に関連して特別に発生

した、本部統合関連費用およ

びシステム統合に伴う一時的

費用等であります。 

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 697 229 467

ソフトウェア 293 171 122

合 計 990 400 589

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 620 276 346

ソフトウェア 180 94 86

合 計 800 368 431

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

器具備品 673 271 402 

ソフトウェア 180 76 104 

合 計 854 348 506 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 
  
１年内 159百万円 

１年超 447  

合計 606  

  
１年内 143百万円 

１年超 301  

合計 444  

１年内 148百万円 

１年超 371  

合計 519  

(3）支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 
  
支払リース料 107百万円 

減価償却費相当額 98  

支払利息相当額 8  

  
支払リース料 80百万円 

減価償却費相当額 73  

支払利息相当額 5  

支払リース料 195百万円 

減価償却費相当額 178  

支払利息相当額 15  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同    左 同    左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

同    左 同    左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  
１年内 1,288百万円 

１年超 2,251  

合計 3,539  

  
１年内 2,373百万円 

１年超 1,282  

合計 3,656  

１年内 1,339百万円 

１年超 1,686  

合計 3,025  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 836.66円

１株当たり中間純利益 23.65円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
22.30円

 
１株当たり純資産額 875.49円

１株当たり中間純利益 30.82円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
29.11円

１株当たり純資産額 848.84円

１株当たり当期純利益 34.34円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
32.45円

  

第３期中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

（百万円） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

（百万円） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

（百万円） 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
   

中間（当期）純利益 11,035 14,371 16,113 

普通株主に帰属しない金額 － － 88 

（うち利益処分による 

役員賞与金） 
（－） （－） （88） 

普通株式に係る 

中間（当期）純利益 
11,035 14,371 16,025 

期中平均株式数（千株） 466,550 466,215 466,560 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額 18 28 46 

（うち支払利息） （62） （61） （123） 

（うち社債発行差金償却） （△33） （△32） （△66） 

（うち社債償還益） （△11） （－） （△11） 

普通株式増加数（千株） 29,044 28,323 28,722 

（うち転換社債） （28,653） （28,174） （28,414） 

（うち自己株式取得方式に
よるストック・オプショ
ン） 

（390） （148） （308） 



  

（重要な後発事象） 

  

  

  
第３期中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

 旧商法第210条ノ２第２

項の規定に基づき自己株

式を買い付ける方法によ

るストック・オプション 

 定時株主総会決議の

日、株式の種類、株式の

数および譲渡価額は以下

のとおりであります。 

 旧商法第210条ノ２第２

項の規定に基づき自己株

式を買い付ける方法によ

るストック・オプション 

 定時株主総会決議の

日、株式の種類、株式の

数および譲渡価額は以下

のとおりであります。 

 旧商法第210条ノ２第２

項の規定に基づき自己株

式を買い付ける方法によ

るストック・オプション 

 定時株主総会決議の

日、株式の種類、株式の

数および譲渡価額は以下

のとおりであります。 

  平成12年６月29日 平成12年６月29日 平成12年６月29日 

  
  
普通株式 1,923千株1,546円 普通株式 ―（注）1,546円 普通株式 1,923千株1,546円

    （注）平成17年６月30

日をもって権利行

使期間が終了して

いるため、当中間

会計期間末におい

て株式の数はあり

ません。 

  

 第３期中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

第４期中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

第 ３ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当社は、平成17年４月20日付で、

ＵＦＪつばさ証券株式会社との間で

締結され、平成17年６月29日開催の

当社およびＵＦＪつばさ証券株式会

社の定時株主総会においてそれぞれ

承認可決された合併契約書に基づ

き、平成17年10月１日を合併期日と

してＵＦＪつばさ証券株式会社と合

併し、当社は、ＵＦＪつばさ証券株

式会社の資産、負債および権利義務

の一切ならびに従業員を引継いでお

ります。「第５経理の状況 １．連

結財務諸表等」の重要な後発事象を

参照してください。 

 当社は、平成17年４月20日付で、

ＵＦＪつばさ証券株式会社と平成17

年10月１日を合併期日とする合併契

約を締結し、当該合併契約書は平成

17年６月29日開催の当社およびＵＦ

Ｊつばさ証券株式会社の定時株主総

会において承認可決されました。 

 合併条件の概要、ＵＦＪつばさ証

券株式会社の最近事業年度末の貸借

対照表等は、「第５経理の状況 

１．連結財務諸表等」の重要な後発

事象を参照してください。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書およびその添付書類  

 事業年度（第３期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月30日

関東財務局長に提出

(2) 訂正臨時報告書 

 平成17年２月21日提出の臨時報告書の訂正報告書に係る訂正報告書であります。

  

(3) 臨時報告書 

 証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告

書であります。 

  

平成17年４月21日

関東財務局長に提出

  

  

平成17年７月１日

関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書 

 証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

 

平成17年10月20日

関東財務局長に提出

 

(5) 自己株券買付状況報告書  

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日） 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日） 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日） 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日） 

  

平成17年４月12日

平成17年５月13日

平成17年６月14日

平成17年７月14日

関東財務局長に提出

   



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月９日

三菱証券株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 吉村 貞彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 英  公一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

三菱証券株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、三菱証券株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間より固定資産

の減損に係る会計基準を早期適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月14日

三菱ＵＦＪ証券株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 英  公一  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 森重 俊寛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

三菱ＵＦＪ証券株式会社（旧三菱証券株式会社）の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、三菱ＵＦＪ証券株式会社（旧三菱証券株式会社）及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月１日にＵＦＪつばさ証券株式会社と合併した。 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、英国連結子会社については、採用す

る英国会計基準の改正に伴い、当中間連結会計期間より改正後の会計基準を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月９日

三菱証券株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 吉村 貞彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 英  公一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

三菱証券株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第３期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三菱証券株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間会計期間より固定資産の減損に

係る会計基準を早期適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月14日

三菱ＵＦＪ証券株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 英  公一  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 森重 俊寛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

三菱ＵＦＪ証券株式会社（旧三菱証券株式会社）の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第４期事業年度の

中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三菱ＵＦＪ証券株式会社（旧三菱証券株式会社）の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月１日にＵＦＪつばさ証券株式会社と合併した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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